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はじめに
当世界銀行東京事務所は、世界銀行の業務活動を理解していただくために、

各種セミナー・シンポジウムを通して、あるいはウェブサイト上で多くの情報

を提供して参りました。さらに、近年、MDGsで掲げられた諸目標を達成する

ためには、発展国の支援に対して、ドナー間、援助機関、NGOとのパートナー

シップの確立・強化が不可避という認識のもと、日本国政府、関連官公庁及び援

助機関との政策対話の促進にも積極的に取り組んで参りました。

また、途上国への援助をより効果的、効率的に実行するために、事業実施上の

手順、各種ガイドライン等について、援助機関間のハーモナイゼイションの推

進が求められております。このような状況の下、世銀業務の実務に関するより

具体的な情報開示の要望に応えるべく、2005年4月には、世界銀行の貸付融資

に実務を解説した“世界銀行のレンディング・オペレーション”を発刊いたしま

したが、本書は前著の内容・情報をアップデートしたものであります。基本的

な内容については、変更はありませんが、今後、さらに多くの人に世界銀行等の

国際機関への求職を促す意味で、“国際機関への就職”という章を追加しました。

前著と同様、本著がさらに、コンサルタント業界、ビジネス界、教育界、NGO等、

開発の分野で活躍されておられる方々に、世界銀行の主業務である貸付・融資

の実務について理解を深めていただく一助となるとともに、開発援助へ興味を

持っておられる若い人々にガイドブック的な役に立てれば幸いです。

なお、本書中の意見に関する記述は、著者個人の見解によるものであり、必ず

しも世界銀行を代表するものではないことをご理解いただきたい。また、本書

の説明、内容につきましては、今後とも順次、改訂を予定しておりますので、皆

様からご意見をいただけたら幸いです。

世界銀行東京事務所 

駐日特別代表代理 

レスター・ダリー 

 

2007年4月20日
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国際開発援助

1.1 援助の理念
貧困に対し国際社会は、地球のどの地域に居住しているかに関わらず、生活

向上の機会に恵まれる事を目標としてきました。ここ数十年における、貧困層

の低減及び生活水準の向上は歴史上、いまだ見ることのなかった大きな進歩だ

といえます。しかし、このような進歩にも関わらず発展途上国では、貧困に喘い

でいる人々がまだ多く見られる状況であることに変わりありません。例えば、

1990年時点で、発展途上国総人口の約28%に相当する約12億人が一日1ドル

以下の収入で生活していた状況が、2002年時点では、比率的には19%へ減少

しているが、人数的には、1億4千万人増加しています。

今後もこのような貧困に直面している人々を援助するため、また環境問題に

代表される国境を超えた諸問題を解決するために、さらに国際社会は協力して

取り組む必要がある事はいうまでもありません。特に、鉱物資源の乏しい日本

は、さまざまな原材料を開発途上国からの輸入に頼っており、これらの国々の

発展、安定は、日本の国益にも適い、社会経済の安定にもつながります。今日、

世界第二位の経済力を有するわが国が援助協力を行うことは、国際社会の一員

として、義務であるとも言えるでしょう。

ちなみに、世界最大の援助金融機関である国際復興開発銀行ワシントン本部

ビルの正面玄関壁面には、“貧困の無い世界の実現、それが私たちの夢です”と

記されています。

1.2 世界銀行の歴史･概要
第二次世界大戦終戦前、連合国側では戦後の世界経済体制をどう確立するか

に関して検討を行い、その結論としてブレトン•ウッズ体制が1945年に確立さ

れました。ブレトン•ウッズ体制は二本の柱からなっており、一つは国際通貨基

金（International Monetary Fund: IMF）であり、またもう一つが国際復興開

発銀行（International Bank for Reconstruction and Development: IBRD

　俗称：世界銀行）であります。 IMFの目的は国際通貨システムの監視（為替安

定促進及び資金融資による加盟国の国際収支不均衡是正）であり、IBRD（世界銀

行）の目的は開発途上国の経済発展の支援、そして貧困層の生活水準引き上げ

であるといえます。そのため世界銀行は開発途上国の各種の開発プロジェクト

に借款供与もしくは保証を行なっています。

1944年創立の世界銀行は世界最大の援助金融機関で、その本部をワシント

ンに置いています。世界銀行は通常の意味での“銀行”ではなく、国連専門機関

の一つで184のメンバー国より組織されています。主業務は貧困緩和に貢献す

1
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ることを目的として、途上国における経済的に健全かつ優先度の高いプロジェ

クトに対して資金援助を供与することです。借入人は（i）世界銀行加盟国政府

若しくは（ii）世界銀行加盟国政府機関及び民間企業（ただし、この場合加盟国政

府の保証が必要）となっています。

“世界銀行”という名称は、国際復興開発銀行と国際開発協会（International 

Development Association: IDA）の二つの機関を含めた総称です。組織上は、

世界銀行は二つの機関よりなっていますが、両機関にそれぞれ、職員が配置さ

れているわけではなく、開発途上国の経済状況による貸出融資条件の違いによ

り、どちらの機関を通して貸出融資を実施するのかが決まります。世界銀行の

職員数は約10,000名で、その内、約7,000名がワシントン本部に、残りの約

3,000名は全世界約100箇所に位置する現地駐在事務所に勤務しています。業

務の性格上、エコノミストの数が最も多いですが、エネルギー、農業、灌漑、道

路、運輸、環境、都市問題等の各種技術者の総数はエコノミストの数を上回りま

す。世界銀行の組織図をAnnex 1に示します。

国際復興開発銀行（IBRD）の行なう貸出はLoan（貸付）、国際開発協会（IDA）

の行なう貸出はCredit（融資）と呼ばれます。IBRDの貸付受諾有資格国は原則

として、一人当たりGross National Income（GNI）がUS$6,055（2006年7月 

1日現在）以下であり、IDAの融資受諾有資格国は原則として、一人当たりGNI

がUS$876（2006年7月1日現在）以下の国と決められています。国際復興開発

銀行（IBRD）の貸出条件は低所得国（$1,740の中国の例）を対象とした場合、現

時点での金利は約6%、返済期間20年（5年の据置期間を含む）となっているの

に対し、国際開発協会（IDA）の貸出条件は金利0%、据置期間10年、返済期間

35-40年となっています。

世界銀行2006会計年度（2005年7月1日―2006年6月30日）における貸

出承諾額（IBRD及び IDAの合計）は236億ドル（日本円で約2兆8,300億円）で、

分野毎に見ると、法務行政部門25%、運輸交通部門14%、エネルギー･鉱業部門

13%という比率となっており、日本の借款援助と比較して、多くの分野に幅広

く貸出を実施しているのが特徴です（図1.1　世界銀行2006会計年度における

部門別貸出状況参照）。地域別分布では、ラテンアメリカ25%, アフリカ 20%、

南アジア16%、ヨーロッパ・中央アジア17%、東アジア・太平洋14%、中近東・

北アフリカ 7%の順となっています（図1.2　世界銀行2006年会計年度におけ

る地域別貸出状況参照）。2006年7月現在、全世界で約1,800件のプロジェク

トに携わっています。

2006年会計年度も引き続き、世界銀行は世界の貧困削減と不均等の是正に

取り組みましたが、2006年度の重要項目は次のとおりでありました：最貧国の

債務救済；アフリカ開発支援のための目標設定；ガバナンスと不正対策の問題
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へのグローバルな取り組み；国際援助社会とのパートナーシップの強化；潜在

的な鳥インフルエンザ大発生への迅速な対応。

開発プロジェクト向けの貸付融資の原資となる資金について、世界銀行

（IBRD, IDA）は世界の資本市場から調達していますが、IDA用の資金調達は先

進加盟国の政府からの拠出金でまかなわれております。一方、IBRDは殆んどす

べての資金を金融マーケットで調達しています。IBRDはトリプルA格の債権や、

その他債務証券を世界中の年金基金、保険会社、企業、民間銀行及び個人に販売

しております。IBRDは借入国からは、この借入コストを反映した利息を徴収し

ております。各国が世銀に加盟する際、各国は、IBRD出資金の5%相当しか、実

際には払い込まず、未払い分は、“請求があり次第払い込む”という条件で済ま

されております。IDAはあまりに貧しく商業ベースの金利では借入れの出来な

い諸国に対して IDA融資と呼ばれる無利息融資を活用して援助供与をしてお

ります。ただし、借入国は事務経費をカバーするために、融資額の1%未満に相

当する手数料を支払らなければなりません。

世界銀行の姉妹機関として、“世界銀行グループ”内に国際金融公社

（International Finance Corporation: IFC）と 多 国 間 投 資 保 証 機 構  

（Multilateral Investment Guarantee Agency: MIGA）の二機関があります。

IFCは、途上国の経済開発を促進することを目的に、途上国の民間部門を対象に

投融資を行なっており、職員数は2007年3月現在約2,200名です。詳細につい

ては、IFC Website（www.ifc.org）を参照して下さい。一方MIGAは、外国民間

投資家による途上国における投資促進を図るために、投資に伴う非商業リスク

（政治的なリスク）を保証することを主業務としています。2007年3月現在の

職員数は約130名です。詳細については、MIGA Website（www.miga.org）を

参照して下さい。なお、IFC, MIGAの両機関はそれぞれに職員の採用を行なっ

ており、各分野の専門家を採用しております。

図1.1　世界銀行2006年会計年度における部門別貸出状況 
（出典：世界銀行年報2006）

法律・司法・行政
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IBRDと IDAのセクター別融資　2006年度
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図1.2　世界銀行2006年会計年度における地域別貸出状況 
（出典：世界銀行年報2006）
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1.3 わが国の国際援助
大戦後、戦争によって破壊されたヨーロッパ諸国及び敗戦国の救済復興は大

きな国際問題でした。このような状況の下、唯一、資金と余剰物質を有していた

アメリカは、日本と西ドイツ（当時）に対して1946年から“占領地域救済政府資

金（GARIOA）”、1949年から“占領地域経済復興資金（ERIOA）”を通じて戦後の

社会的安定及び経済復興のため経済援助を行ないました。また1947年には

“ヨーロッパ復興計画（マーシャル•プラン）”がアメリカ議会で提案され、1948

年から1952年までの間、約132億ドルの資金がヨーロッパ復興のために使わ

れました。一方、世界銀行の貸付一号案件は、1947年フランスの国営銀行クレ

ディ•ナショナルに対する2.5億ドルであり、マーシャル•プラン確立後の世界銀

行は、その目的を復興援助より開発援助へ移行させていきました。開発援助の

ための融資一号案件は1948年承認のチリ国向けの2案件となっています。一

方、日本の世界銀行加盟は対日講和条約発効直後の1952年8月であり、日本に

対する世界銀行融資一号案件は1953年10月、関西、中部、九州電力に対する

計4,020万ドルの融資でした。その後、日本は1966年の東名高速道路建設に対

する1億ドルの融資まで計31件、8億 6,300万ドルの融資を受け、最後の借款

の返済が完済した1990年 7月に世界銀行のバランスシート上、開発途上国扱

いから先進国に移行することとなりました。

一方、日本の援助国としての歴史は1954年に始まりました。この年、日本は

アジア諸国を対象とした社会•経済開発を目的としたコロンボ•プランに加盟し、

政府間技術協力を開始しました。更に1964年には経済協力開発機構

（Organization for Economic Co-operation and Development: OECD）

への加盟を承認され、名実ともに先進国の仲間入りを果たしました。その後、日

本は経済協力を政府の重点政策と位置付け、年々、政府開発援助（Official 

Development Assistant: ODA）予算を増やし、1989年にはODA供与実績で

世界一という援助大国となりました。しかしながら、90年代を通じて世界第一

の援助国として、その地位を保持してきましたが、2001年に米国に抜かれ、現

在は世界第三位です。その一方、一般会計のODA予算も1997年をピークに、

この10年間で約4割削減され、現在は1980年代のレベルである7300億円程

度まで落ち込んでいます。
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1.4 わが国の援助の仕組み
開発発展途上国における開発プロジェクトに対する援助形態には、先進国政府、

国際機関、民間援助団体、民間企業等によるものがあります。その内、政府が行なう

援助は政府開発援助（Official Development Assistant: ODA）と呼ばれます。経済

協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development: 

OECD）内の開発援助委員会（Development Assistance Committee: DAC）によ

る定義では、次の3つの要件を満たす政府間ベースの援助がODAとされます。

• 政府または政府機関により、開発途上国または国際機関に供与されるもの
• 開発途上国の経済開発と福祉向上に寄与することを主たる目的としてい
るもの

• 資金協力については、そのグラント•エレメント比率 *が25%以上である

もの
* 援助条件の緩和度を示す指標で、贈与（グラント）の場合、100%となる。

日本のODA形態は、開発途上国に対し直接、援助する二国間援助と、国際機

関を通して援助を行なう多国間援助の二つに分かれます。

図1.3　ODAの形態

二国間援助

相手国に直接、
援助協力

多国間援助

国際機関を通じて
援助協力

国際開発金融機関への
出資、拠出については
主に財務省が、国連諸
機関への分担金、拠出
は主に外務省が担当

ODA

贈　与

返済義務の無い
援助

技術協力

研修員受入
専門家派遣
調査団派遣
機材供与等
ボランティア派遣

（大半、国際協力機構：
JICAの担当）

有償資金協力

長期返済義務を伴う
援助

（国際協力銀行が円借
款業務の実施）

無償資金協力

一般無償
水産無償
食料増産援助

（外務省が JICAの協力
を得て実施）
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日本の援助の実施については、現在、技術協力は国際協力機構（JICA）、有償

資金協力は国際協力銀行（JBIC）、無償資金協力は外務省といった体制で行われ

ています。しかしながら、2005年、小泉内閣における政策金融改革の一環とし

て、国際協力銀行の業務内容の見直しがなされ、内閣官房長官の下に設けられ

た「海外経済協力に関する検討会」の最終報告を踏まえ、援助の実施体制全般を

改編することになりました。その結果、2006年4月に内閣に「海外経済協力会

議」が設置されたのに引き続き、同年8月に外務省の機構改革も行われ、二国間

の援助と国際機関を通じた援助を包括的に所管する国際協力局が発足しました。

また、同年11月に JICA法の改正案が国会で成立し、JICAが技術協力、有償資

金協力、無償資金協力の三援助手法を一元的に実施する機関として生まれ変わ

ることも決定されています。新 JICAの発足は、2008年10月を目処としてい 

ます。

1.5 二国間援助
日本の実施している二国間援助には、上記1.4で記したように、贈与による技

術協力及び無償資金協力、ならびに有償資金協力の3形態があります。2005年

会計年度のODA政府予算（一般会計）は、多国間援助分を含め、約7,862億円で、

これは同会計年度政府予算の約1.7%を占めます。その内、3,087億円（JICA分

が1,601億円）が技術協力に、1,765億円が無償資金協力に、そして1,744億円

（全額 JBIC分）が有償資金協力にそれぞれ配分され、残りの約945億円が多国

間援助（国連諸機関、国際開発金融機関への出資、拠出金）にあてられました。

わが国では外務省が最大のODA実施機関であり、ODA予算の約62%に当

たる4,881億円の予算配分を受けています。この予算の中には JICA実施によ

る1,601億円、及び国連開発計画を含む国連諸機関への拠出金668億円が含ま

れています。財務省は JBIC実施による有償資金協力分の1,744億円及び世界銀

行等の国際開発金融機関への出資金277億円を含む約2,041億円の予算配分を

受けました。この二省がわが国では大きなODA実施機関であります。

次に日本のODA援助状況を2005年の実施額ベースで見てみます。2005年

会計年度のODA支出額は、多国援助分を含めて約1兆4,574億円であり、その

内、3,026億円が技術協力に、1,926億円が無償資金協力に、そして1,334億円

が有償資金協力にそれぞれ支出されています。残りの約3,029億円が多国間援

助（国連諸機関、国際開発金融機関への出資、拠出金）にあてられました。2005

年会計年度のODA政府予算（一般会計）は、多国間援助の分を含めて、約7,862
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億円であったので、実際の支出額は約倍近くになっていることが分かります。

この差額は、主に有償資金協力及び多国間援助について、国の一般会計からの

収入の他に、出融資所要資金の原資を他の手段により調達した分が追加されて

いるためです。

1.6 多国間援助
多国間援助については、国連諸機関への拠出金と、国際開発金融機関への出

資、拠出が含まれます。対象となる主な国連機関には、United Nations 

Development Program（UNDP）、United Nations High Commissioner 

for Refugees（UNHCR）、United Nations Children’s Fund（UNICEF）等 が

あります。国際開発金融機関には世界銀行、アジア開発銀行（ADB）、米州開発

銀行（IDB）等が挙げられます。特筆すべき点は、世界銀行が他の国際開発金融

機関と異なり、国連システムの専門機関でもあるということです。2006年度の

一般会計予算からの国連諸機関への拠出金と、国際開発金融機関への出資、拠

出はそれぞれ648億円と261億円でありました。2005年の実施額ベースでは、

国連諸機関への拠出金と、国際開発金融機関への出資、拠出に約3,029億円が

支出されました。



�

国際開発プロジェクトの 
実施機関　

2.1 国際開発プロジェクト実施機関
わが国において、国際開発プロジェクトに携わる機関、団体としてはODAを

扱う外務省、国際協力銀行（JBIC）、国際協力機構（JICA）ならびにNGO、諸業界

団体、民間企業等があります。また、わが国と関わりのある国際的な開発援助機

関としては、国連の諸機関（例えば、UNDP、UNEP、ILO、FAO等）及び国際援助

金融機関（世界銀行、アジア開発銀行、米州開発銀行、欧州復興開発銀行等）があ

ります。世界銀行はまた、国連の専門機関でもあります。

次節以降に代表的な国際開発プロジェクト実施機関についてその概要を紹介

します。

2.2 国際協力銀行
二国間援助の内、有償資金協力を担当しているのが国際協力銀行（Japan 

Bank for International Cooperation）です。職員数は約900名で、1999年

10月1日、旧日本輸出入銀行と旧海外経済協力基金が統合により、誕生した銀

行です。従って、同行は以前、両機関が実施していた業務を引き継ぎ、次の二つ

の業務を行なっています。

• わが国の輸出入若しくは海外における経済活動の促進または国際金融秩
序の安定に寄与するための貸し付け

• 開発途上にある海外地域の経済及び社会開発または経済の安定に寄与す
るための貸し付け

出典：国際協力銀行　年次報告書2005

二番目の業務、すなわち開発途上国に対しての有償資金協力は円借款と呼ば

れ、2005年度の円借款承諾額は50件5,698億円でした。

借款承諾案件の地域別分布を見てみると、日本との地政学的関係からアジア

が約80%（借款金額ベースで）を占めていることが分かります（図2.1　円借款

地域別承諾額参照）。

借款対象となる分野は、運輸、電力・ガス、灌漑・治水等のインフラ整備が大

きな比重を占めており、約70%に達しています。開発途上国の経済発展のため

には、その基礎となるインフラ整備が最優先との理解から運輸、電力・ガス、灌

漑・治水等のインフラ整備への貸付が中心となっています（図2.2　円借款部門

別承諾額参照）。

2
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図2.1　円借款地域別承諾額 

（出典：国際協力銀行　円借款活動レポート2006）

中南米 438億円

中央アジア・コーカサス 293億円

2005年度円借款　地域別承諾額実績

東アジア 30億円0.5％

東南アジア
2,272億円39,9％

5.1％

7.7％

アフリカ 507億円 8.9％

南アジア
2,159億円 37.9％

合計 50件
5,698億円

図2.2　円借款部門別承諾額 
（出典：国際協力銀行　円借款活動レポート2006）

商品借款等 254億円
農林・水産業 139億円

2005年度円借款　部門別承諾額実績

鉱工業 33億円0.6％

運輸 1,942億円34,1％

電力・ガス 1,701億円29,9％

2.4％
4.5％

灌漑・治水・干拓
372億円 6.5％

社会的サービス
1,256億円 22.0％ 合計 50件

5,698億円

円借款貸付の貸付条件は、国際開発金融機関の条件と比較して、緩い条件と

なっています。（例として世界銀行（IBRD）の条件と比較）

金　利 返済期間

円借款（2005年平均） 0.98% 32年2ヶ月

世界銀行貸付 *1, 2 6.0% 20年

*1 2007年1月現在の低所得国（中国）を対象とした融資
*2 世銀金利には1%のフロントエンドフィー、0.75%のコミットメントフィーを含む

2.3 国際協力機構
国際協力機構（JICA）は、2003年10月1日、前身である国際協力事業団から

独立行政法人として再編されました。常勤職員数は約1,300名で、業務目的と

しては開発途上地域等の経済及び社会の発展に寄与し、国際協力の促進に資す

ることが挙げられます。主な業務内容は下記の通りです。

• 開発途上国への技術協力
• 無償資金協力（調査・実施の促進）
• 海外移住者・日系人への支援
• 技術協力のための人材の養成及び確保
• 緊急援助のための機材・物資の備蓄・供与
• 国際緊急援助隊の派遣
なお、技術協力には研修員受入、専門家派遣、機材供与、技術協力センター協

力、及び 開発調査の形態があります。

2005年度実績で、日本の技術協力支出額（全額無償）は3,026億円で、その内 

1,325億円が JICAの担当した分となっています。次に JICA事業の地域別分布
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をを見てみると、アジア45.6% 、中南米 17.8%、アフリカ 19.1%､中近東

11.2%の順になっています。借款承諾案件の地域別分布と比較して、援助が世

界の各地域に広く渡っていることが分かります。技術協力の対象分野は、2005

年度の実績ベースで、公共事業、鉱業、電力・ガス、灌漑・治水等のインフラ部

門が約34%、計画行政部門14.3%、人材育成部門13.5%、衛生医療部門が8.6%

を占めます。

2.4 アジア開発銀行
世界銀行と同種の業務を実施している国際援助金融機関として、アジア開発

銀行（マニラ）、米州開発銀行（ワシントンD.C.）、欧州復興開発銀行（ロンドン）、

アフリカ開発銀行（チュニス）等がありますが、これらの機関はその名称の示す

通り、それぞれの地域をカバーしています。これらの地域開発銀行の内、最も日

本人にとって馴染みの深いアジア開発銀行（ADB）について、その概要を紹介し

ます。

アジア開発銀行はアジア、太平洋地域における貧困緩和に貢献するために設

立された地域開発金融機関です。設立は1966年で、本部をフィリピン国マニ

ラに置いています。67カ国のメンバー国より組織されており、職員数は約

2,500名（2005年12月31日現在）です。

ADB2005会計年度における貸出承諾額は57億9,700万ドル（日本円で約

6,667億円）であり、21カ国64件のプロジェクトに供与されました。貸出承諾

案件を分野毎に見てみると、運輸通信部門30%, エネルギー部門19%、マルチ

セクター部門15%、法務･行政･公共政策部門13%、上下水道・廃棄物処理部門

11%という順になっています（表2.1　ADB2005会計年度における部門別貸

出状況）。世界銀行融資案件と比較して、インフラ部門への貸出が60%以上を

占め、多いことが目に付きます。 国別にその貸出状況を見てみると、中国26%、

インドネシア20%、パキスタン13%、ベトナム10%、が4大被貸出国となりま

す。ADBの特徴としては、通常の融資の他、技術援助（technical assistance）

への拠出が多い事です。2005年会計年度には2994案件の技術援助（無償）に総

額1億9,800万ドル（約230億円）が支出されました。（表2.2　ADB2005会計

年度における国別貸出状況）。
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表2.1　ADB2005会計年度における部門別貸出状況

部　門 US$ Million %  

運輸交通･通信 1,723.00 30.00

エネルギー 1,074.00 19.00

マルチセクター 865.00 15.00

法務・行政・公共政策 778.00 13.00

上下水道･廃棄物処理 618.00 11.00

農業･自然資源 314.00 5.00

ファイナンス 284.00 5.00

教育 58.00 1.00

保健･栄養･社会保護 58.00 1.00

産業･貿易 25.00 0.40

合計 5,797.00 100.00

（出典：ADB2005年次報告書）

表2.2　ADB2005会計年度における国別貸出状況

国 US$ Million %  

中国 1,499.52 25.87

インドネシア 1,145.69 19.76

パキスタン 776.30 13.39

ベトナム  577.70 9.97

バングラデッシュ 474.80 8.19

インド 440.31 7.60

スリランカ 253.00 4.36

フィリピン 180.00 3.11

アフガニスタン 135.00 2.33

ラオス 70.00 1.21

その他諸国 242.99 4.18

地域 1.50 0.03

合計 5,796.81 100.00

（出典：ADB2005年次報告書）
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プロジェクト・サイクル

銀行融資のプロジェクトは、被融資国や地域にとっては、かっての日本にお

ける新幹線プロジェクト、東名高速道路建設のように、大事業になるケースが

多くなります。世銀内部の融資可否の検討・審査、あるいは事業実施中の監理

については、したがって、関連する部局が協力してプロジェクトに取り組みま

す。本章では、各段階で作成される書類を含め、プロジェクトサイクルの標準的

な局面を説明します。

3.1 プロジェクト・サイクル
世界銀行が開発途上国に援助を行なう際、援助政策策定、発掘、準備、審査、

交渉・承認、事業実施、事業完成、事後評価の8つの段階を踏んで、事業を実施

します。このような一連の段階はプロジェクト・サイクルと呼ばれます（図3.1

プロジェクト・サイクル）。

3

図3.1　プロジェクト・サイクル

Country Assistance Strategy

Identification

Preparation

Appraisal

Negotiations and Board Approval

Implementation and Supervision

Implementation and Completion

Evaluation

1. The Bank prepares lending and advisory services, based on the
selectivity flame work and areas of comparative advantage, targeted
to country poverty reduction efforts.

2. Projects are identified that support strategies and that are financially,
economically, socially, and environmentally sound. Development
strategies are analyzed.

3. The Bank provides policy and project advice along with financial
assistance. Clients conduct studies and prepare final project
documentation.

4. The Bank assesses the economic, technical, institutional,
environmental, and social aspects of the project. The project appraisal
document draft legal documents are prepared.

5. The Bank and borrower agree on loan or credit agreement and the
project is presented to the Board for approval.

6. The Borrower implements the project. The Bank ensures that the loan
proceeds are used for the loan purposes with due regard for
economy, efficiency, and effectiveness.

7. The Implementation Completion Report is prepared to evaluate the
performance of both the Bank and the borrower.

8. The Bank's independent Operations Evaluation Department prepares
and evaluates the project. Analysis is used for future project design.
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例として紹介します中国第二期安徽省道路プロジェクト（2003月6月26日

に世界銀行理事会で承認された）は、以下のような日程で、上記段階を経てい 

ます。

援助政策策定：2001年11月：1998年5月28日発行のCAS Progress Report 

に基づき、プロジェクト形成の基本方針を確立。2002年11月

21日、新CASが発行された段階で、基本方針を一部修正。

発　　　　 掘：2001年11月10-11日：Pre-Identification Mission実施

2002年03月29日 -04月06日：Identification Mission実施

準　　　　 備：2002年06月04日：Concept Review Meeting開催

2002年09月18-28日：Preappraisal Mission実施

審　　　　 査：2003年02月05日：Appraisal Review Meeting開催

2003年02月20-26日：Appraisal Mission実施

交　　　　 渉：2003年05月12-21日：EmailでNegotiation

承　　　　 認：2003年06月24日：理事会で承認

事 業 実 施：2003年4月 -2008年12月31日（予定）

事 業 完 成：2009年06月30日（予定）

事 後 評 価：2010年02月01日（予定）

3.2 国別援助政策策定（Country Assistance Strategy）

世界銀行では、定期的に、国毎の援助政策を策定しております。その策定結

果は“Country Assistance Strategy（CAS）”と呼ばれる報告書の形でまとめ

られます。報告書（CAS）は2-3年ごとに更新されますが、国によっては、中間時

点で進捗報告書も作成されます。CASは当該国関係機関及び他の援助機関・団

体と協議の上で作成される世界銀行グループ全体の文書となっています。CAS

は世界銀行の使命である、被援助国の貧困緩和をその基本方針としてまとめて

あり、その目的は、世界銀行グループの援助が最も有効に、かつ、持続可能な貧

困緩和が達成可能な基本分野・部門を明確にすることです。CASは当該国自身

の将来開発目標・計画を原点に、当該国の開発状況についての世界銀行の総合

的な判断を示しています。CASでは政府開発目標・政策を背景に、他の開発援

助機関の援助動向も考慮した上で当該国のニーズに合った、世界銀行グループ

の援助すべきプログラムを選別して記述してあります。CASは原則、次に列記

する6章からなっております。

第一章　要約

第二章　当該国状況

第三章　開発プログラム及び見通し
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第四章　世界銀行グループ援助政策

第五章　リスク

第六章　結論・結語

また、中国、インド等の大国については、さらに各部門・分野ごとにSector 

Reportと呼ばれる文書も作成しております。その内容は、CASでカバーされ

る項目に類似しておりますが、当該部門・分野についての現況、将来計画、問題

点、世界銀行の採択すべきプロジェクト・テーマ等について記述します。CAS

とともにSector Report等が新規案件プロジェクトを作り上げていく上で重

要な基礎資料となります。

3.3 発掘（Identification）

3.3.1 融資貸付候補プロジェクトに関する情報収集
世界銀行の融資貸付対象となる候補プロジェクトに関する情報は次のような

チャンネル・形態を通して収集がなされます。

• 借入人からの世界銀行本部への直接要請（文書・使節団訪問）
• 現地訪問中の世界銀行ミッションチームへの接触
• 借入人からの世界銀行現地駐在事務所（全世界に約110ヶ所）への接触

• 各国政府世界銀行担当窓口（財務省・国家計画委員会）との年次協議

3.3.2　プロジェクトの形成
上記チャンネル・形態を通して情報収集なされた候補プロジェクトについて

世界銀行現地駐在事務所がまず、当該国政府世界銀行担当窓口（財務省）と協議

を行い、採り上げるべきプロジェクトの選択をします。当該国政府側では、世界

銀行との協議の前に、関係官庁（財務省、国家開発改革委員会、事業担当省庁等）

との内部協議調整を行なった上で協議に臨みます。

世界銀行側ではリストアップされた各候補プロジェクトについて、次の観点

から融資貸付対象案件として適当か否かの検討を行ないます。

• プロジェクトは国民の生活改善を図る上で当該国の経済発展・人材開発に
貢献し得るか。

• プロジェクトのコンセプトが世界銀行の基本的な開発投資基準を満たし
ているか。

• 借入人・事業実施機関がプロジェクトに対しどれだけオーナーシップを有
しているか。

このような検討を行なった上で､通常、ワシントン本部で行なう年次貸付プ

ログラム協議で融資貸付対象となる候補プロジェクトが最終決定されます。通
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常、同協議では、向こう3-5年間に貸付を実行するプロジェクトを決定します

が、その際に、プロジェクト名、貸付実行年度、貸付額が決定され、貸付候補案

件が明確になった段階で、プロジェクトを担当するTask Team Leader（TTL）

も決定されます。

この時点では、プロジェクト名、貸付額が決まるものの、プロジェクトの詳細、

同プロジェクトに含まれる他項目（Project components）については、タスク

チームが発掘ミッション（Identification Mission）で現地訪問の際、相手国側

と協議の上で確認されることになります。

3.3.3 発掘ミッション（Identification mission）

発掘ミッションの目的は、現地に出向き、直接、借入人 /事業実施機関と候補

案件について話し合うことにより、上記3.3.2で示した3項目について確認す

ることです。ここでいう借入人とは、通常、借入金の返済を保証する機関（借入

国の財務省等）を意味し、事業実施機関とは実際に事業執行を担当する機関（借

入国の公共事業省、県､市町村等）を指します。

発掘ミッションのメンバーは、通常、7-8人からなっており、次のような専門

家から構成されております：

Task Team Leader, Economist, Engineer, Environmental Specialist, 

Social/Resettlement Specialist, Experts（特殊な専門分野）､通訳 /業務補助

要員。

発掘ミッション・チームは次の項目に十分注意を払い、発掘ミッションを完

了させます。

• 借入人への、プロジェクト・サイクルの詳細、世界銀行の手続上の要求事
項、世界銀行 /借入人の義務責任についての説明

• 借入人、事業担当官庁、事業実施機関スタッフとの面談、及びプロジェクト
についての要望 /意見の聞き取り

• プロジェクト実施に伴う環境・社会問題の確認、及びその対策処理に対す
るアドバイス

• プロジェクトの政治的・経済的リスクの評価、及びこれらの借入人への忠
告喚起

• 公正なプロフェショナルとしての行動、可能・不可能の明確な判断、及び
現実的アドバイスの提供
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融資候補案件の現地調査

発掘ミッション中に、候補プロジェクトのプロジェクト内容・項目が概略決

定されます。前述したように、年次貸付プログラム協議の段階ではプロジェク

ト名、貸付額しか確定されていないため、発掘ミッションチームは事業実施機

関と協議の上、プロジェクトの主体となる項目（例えばAB間200kmの高速道

路建設）について、その詳細をつめると同時に、プロジェクトの開発目的を達成

するために必要な他の補完項目についても十分な協議を行ないます。世界銀行

融資プロジェクト形成で特筆すべき点は、他の援助金融機関と異なり、融資は

ある特定のハードな項目についてのみされるのではなく、それに関連して、

Policy and Institutional Reform（政策・機構改革）を促進するための補完項

目を含めることを義務付けている点だといえます。

3.3.4 プロジェクト・コンセプト・ノート（Project Concept Note）の作成
発掘ミッション実施後、プロジェクトのコンセプトが、ある程度固まった時

点でプロジェクト・コンセプト・ノート（PCN）を作成します。PCNは4ページ

（原則）の文書で、プロジェクトの概念（Concept）、及び代替・比較案を中心に

記述します。このPCNを基に、このままプロジェクト形成を進めて良いかどう

かの判断を幹部から仰ぐと同時に、問題事項、手法、リスク、スケジュール、形

成予算（タスクチームの）についての指導を受けます。

PCNに含まれる項目は次の通りです。

1） Cover Sheet

2） Key development issues and rational for Bank involvement 

3） Proposed project development objective（s）

4） Preliminary project description

5） Potential risks and mitigation

6） Issues on which the team seeks guidance

7） Proposed preparation schedule and team 
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3.4 準備（Preparation）

プロジェクトの準備とはプロジェクトのアイデアをより具体的な形に形成し

ていく過程であります。その過程には、詳細な検討、事業実施関連機関及び地元

受益者との協議、現地調査、関係機関・住民団体との密接な接触等が含まれ 

ます。

3.4.1 準備の開始
詳細な検討の中には、次の項目についての検証、評価が含まれます。

• 提案されている技術基準・設計案の妥当性
• 事業実施機関の組織体制
• 経済・財務面からの事業有効性
• 環境・社会的諸問題
• 高品質なプロジェクト形成を期すために必要なその他項目
 プロジェクトの準備は基本的には、借入人の責任で行なうものですが、実際

にはタスク・チームの助言・助力無しでは、世界銀行の審査に耐えうる資料、報

告書の作成・準備は困難です。そのため、各種資料・報告書の品質確保のための

助言の他、仕様書（Terms of Reference（TOR））の作成、必要なコンサルタント

の推薦、技術援助に必要な財源の手当等についてなど多岐にわたり、タスク・

チームは協力します。

3.4.2 借入人の作成する報告書・文書
借入人（通常は事業実施機関）は、関連部局と協力して色々な研究分析、現地

調査の結果を基に各種の報告書を作成します。報告書・文書の内容、様式は分

野、部門、用途目的により異なりますが、いずれもプロジェクトの合理性、プロ

ジェクトに含まれる各コンポーネントの詳細、及び実施計画を説明するために

利用され、これらの文書が、次の審査（Appraisal）にも影響します。従って、タ

スク・チームは借入人側の担当者と協力し、すべての問題あるいは項目が十分

に検討されたか、また、提案されている代替案・解決策は合理的かどうかを絶え

ず確認する必要があります。

作成する報告書・文書（数分冊に渡る）では次の事項に取り組み、その結果を

記載します。

1） 現実的なプロジェクトの目的確立、及びその目的に沿ったプロジェク

トのデザイン及び各コンポーネントの設定。

2） プロジェクトの有効性及び持続可能性を評価するために必要な、経
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済・財務・リスク分析の実施。

3） 技術報告書、フィージビリティ・スタディの結果に基づく、概算工費

の積算。

4） 借入人（通常、当該国の財務省）、事業担当官庁、及び世界銀行からの融

資金配分を設定した現実的なファイナンス計画の立案。

5） 世界銀行からの貸入出金の年度別支出計画立案。

6） 事業実施機関内での会計処理方法及び内部監査方法の確立。

7） 事業実施に伴う調達品・項目の選定､及び調達方法・計画の立案。

8） 事業実施のための現実的な組織体制確立。

9） 高精度の環境アセスメントの実施。

10） 用地買収移住に伴う適正な補償、及び移住計画の策定。

11） プロジェクトによる少数民族への影響評価。

12） プロジェクトによる女性労働問題への影響評価。

13） プロジェクト実施計画書の策定。

狭義の意味でのフィージビリティ・スタディでは、通常、経済・財務分析及び

感度分析結果を指しますが、世界銀行の融資するプロジェクトの審査で使われ

るフィージビリティ・スタディは広義の意味でのフィージビリティ・スタディ

を指し、上記13項目総てを網羅します。ただし、報告書の形態としては、数冊

に分冊されます。プロジェクトにサブ・コンポーネントが含まれる場合には、

各サブ・コンポーネントにそれぞれ上記13項目が当てはめられて、報告書が別

に作成されます。実際のプロジェクトで準備された報告書の例をAnnex 2に

参考に記してあります。

3.4.3 準備ミッション（Preparation Mission）

世界銀行はプロジェクト準備中に、通常、1-3回、準備ミッションを現地に派

遣し、借入人、事業担当官庁、事業実施機関等と上記13項目について協議を重

ねます。回数を重ねるごとに、徐々に精度の高い、詳細な報告書が作成されてい

きます。世界銀行の融資を要請するためには、世界銀行の定める要領・様式に

基づき、諸報告書・文書をまとめる必要があり、タスクチームの各メンバーは借

入人側の担当者に、十分にそのことを認識、実行して貰うよう指導します。ま

た、世界銀行 /借入人の義務責任についても繰り返し、説明します。

準備ミッションは7-8人のメンバーから成り、通常、一回のミッションに1週

間から10日間を費やし、ミッッション中に合意した事項については、議事録

（Aide Mémoire）という形で記録を残します。
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プレアプレイザル段階での事業実施機関との協議

プロジェクトの準備が進み、プロジェクトの概要が明確になった段階で、タ

スクチームリーダーは審査（Appraisal）の基本となるProject Appraisal 

Document（PAD）の原稿作成に入り、更に準備が整った段階で、事前審査

（Preappraisal）の 段 階 に 入 り ま す。準 備（Preparation）の 最 終 段 階 が

Preappraisalの段階とも言えますし､逆に、結果的に事前審査ミッション

（Preappraisal Mission）を実施した後、理事会での審査・承認に耐え得る程度

に準備が整っていると判断されれば、遡ってPreappraisal Missionを審査

ミッション（Appraisal Mission）に格上げすることも有り得ます。

Preappraisal Mission が実施される場合、準備の最終段階までに十分な協

議が完了しなかった項目、あるいは合意済みの項目に変更・修正が行なわれた

事項について確認、協議を行ないます。この段階でも、例えば、世界銀行からの

総融資金の各コンポーネントへの配分額、あるいは各コンポーネントについて

の世界銀行融資金の融資比率についても最終的な合意に達しないケースが生じ

る場合があります。このような場合、更にAppraisalの段階で、借入人（財務省）、

関連中央官庁担当者も交えて協議して、合意点を見つける努力をします。

Preappraisal Missionが完了した段階では、Project Appraisal Document

（PAD）の原稿内容も最終的な形態に近い状態になります。

3.5 審査（Appraisal）

3.5.1 審査ミッションの派遣
最後の現地派遣ミッションである審査ミッション（Appraisal Mission）に出

かけるためには、世界銀行担当局長の許可が必要となります。Appraisal 

Review Meetingと称される会議が召集され、タスクチームの準備したPAD

を基に、プロジェクトの準備がほぼ完了していることの審査、確認を受けます。
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同会議で審査ミッション派遣の承認が得られれば、同時に次の段階の交渉

（Negotiation）に入って良いという許可も得たことになります。

審査ミッションの現地で行なう作業は、事前審査までに借入人、事業担当官

庁、事業実施機関と詰めてきた内容について、最終確認を行なうとともに、もし、

修正・変更が必要なら、協議のうえ、適切な処理を行なう事です。審査ミッショ

ンで再確認を行なう主要作業項目は次の通りです。

（1） 計画プロジェクト案と当初のプロジェクト目的との整合性

（2） プロジェクトの概算工費が適切な分析・調査に基づく見積額かどうか

の再確認

（3） 物品、工事、サービスの入札調達に関する手順、方法の妥当性

（4） 事業実施に伴う貸付金の支払い方法・仕組みの妥当性

（5） 会計・財務及び監査に関する適切な報告方法の確立

（6） プロジェクト実施機関組織体制の適正審査及び進捗状況報告の方法・

様式の確認

（7） 経済・財務分析の妥当性

（8） プロジェクト実施計画案の妥当性

（9） プロジェクト竣工年月日及び貸付金の支払い最終期日の確認

（10） プロジェクト承認のための諸条件（借入人による）

3.5.2 Project Appraisal Document（PAD）の作成
審査ミッション終了、本部に帰任後、タスクチームは現地審査ミッション中

に合意した事項及び審査結果を基に、原稿PADの修正を行ないます。同時にタ

スクチーム内の lawyer（法務担当者）は原稿PADを基に、legal documents

（貸付合意文書案）を作成します。原稿PAD及び貸付合意文書案について担当

部局からの承認を受けた上で、Notice of Invitation to Negotiate（交渉招聘

状）が借入人へ発送されます。実際のプロジェクトで作成されたPADの目次例

をAnnex 3に参考に記してあります。

3.6 交渉（Negotiations）/承認（Board Approval）

3.6.1 交渉（Negotiations）

ネゴシエーションは当該プロジェクトの詳細・段取り・取り組みについて、

借入人と世界銀行が協議・合意する段階を指します。通常は、世界銀行ワシン

トン本部に借入国代表団を招き、行なわれますが、例外的に借入国で行なわれ

ることもあります。著者の担当した第二期安徽省道路プロジェクトは当初､予

定された時期に、SARSが中国を中心に蔓延し、中国当局者及び世界銀行職員の
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海外出張が禁止されたために、eメイルで協議を行い、約10日間でネゴシエー

ションを完了させた初めてのケースで、特例と言えます。

借入国代表団は通常、中央政府の監督官庁（例：財務省、国家計画委員会、外

務省、公共事業省等）と事業実施機関からの代表者から構成されております。一

方、世界銀行側のメンバーはタスクチーム内の lawyer（法務担当者）とタスク

チームリーダーが中心となり、他のチームメンバーが補助の形でネゴシエー

ションに参加します。ネゴシエーションではまず、当該プロジェクトに関する

legal documents（貸付合意文書）について、協議を行い、その合意内容を貸付

合意文書という形でまとめます。事業実施機関が借入人と異なる場合には

Loan Agreement（中央政府主管官庁と）と Project Agreement（事業実施機

関主管官庁と）の二つの合意文書が作成され、借入人と事業実施機関が同一な

場合Loan Agreementのみが作成されます。Loan Agreementが事業実施期

間中、借入人、貸出人（世界銀行）の双方が参照する基本文書となります。Legal 

documents　についての合意が得られた後、世界銀行の作成したPADについ

ての意見を求め、特に不都合な記述が無いかの確認を取ります。

ネゴシエーション終了段階で、合意に達した特記事項を議事録に記載し、双

方が署名をします。議事録にはネゴシエーション以降の諸段階の手続き、段階

毎に必要となる文書の指示事項も添付されます。議事録に双方が署名した時点

でネゴシエーションが完了したことになり、次の承認（Board Approval）の段

階へと移行します。

3.6.2 承認（Board Approval）

世界銀行理事会でのプロジェクト承認を受けるには二つの方法があります。

一つはタスクチームリーダーによる概要説明の後、議論を伴う、正式に理事会

へ上申する方法で、もう一つは概要説明及び議論を省略して承認を求める簡易

方法です。通常、重要な付帯条件あるいは斬新な提案を伴うような案件、もしく

は当該国貸付プログラムの大部分を占めるような案件のみ、正式に理事会に上

申され、承認を受けます。その他の大部分のプロジェクトは簡易方法で理事会

の承認を受けることになります。

（1） 正式に理事会へ上申する方法

正式に理事会へ上申する際には、タスクチームリーダーはまず概要

説明のスピーチメモ（大体2ページ以内の内容）を作成します。メモで

は、プロジェクトの特徴・特異性を明確にした上で、その合理性を記

述し、事前に理事会メンバーから出された質問、コメントに答えるよ

うにします。

理事会ではまず、タスクチームリーダーが概要説明のスピーチをし、
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担当副総裁、国担当局長（Country Director）が  理事会メンバーから

出された質問に回答、答弁を行います。ただし、理事会にはセクター局

長（Sector Director）及び、理事会で質問の対象となり得るプロジェ

クトのコンポーネントの担当者も同席し、必要に応じて、詳細な質問

に答えられるようにします。

理事会での承認が得られたその日の内に、借入人にもその連絡が行

われ、同時に広報局（External Affairs Department）からも記者発表

がなされます。

（2） 簡易方法による理事会の承認

簡易方法による理事会の承認を求める方法では、担当副総裁、国担

当局長、 タスクチームリーダー等のプロジェクト関係者は理事会へ

の出席は求められず、理事会においても、個々のプロジェクトについ

ての議論、コメントはなされません。ただし、当該プロジェクトにつ

いての質問は直接、タスクチームリーダーに連絡があり、タスクチー

ムの責任で、関係者と協議の上、回答することになります。借入人へ

の理事会での承認連絡、広報局の記者発表は、正式に理事会へ上申す

る方法とまったく同じ形態をとります。

3.6.3 合意文書の署名（Signing of the Agreement）

借入人代表が、当該国主管部局より文書署名の委任を、正式に受託した段階

で文書署名が実行されます。署名は通常、理事会での承認後、3-4ヶ月以内に行

なわれます。タスクチーム内の法務担当者（lawyer）が合意文書の作成及び署

名行為の実行について責任を有し、タスクチームリーダーは署名式への参加者

の出席について責任を有します。

借入人代表と世界銀行代表者との間で行なわれる署名には、様々な形態があ

ります。例えば、ワシントン本部で行なわれる式では、事業実施主管官庁の大臣

と世界銀行副総裁間、当該国駐米大使と世界銀行副総裁間、現地で行なわれる

式では、財務大臣と当該国駐在国担当局長間、財務省担当局長と当該国駐在国

担当局長間等があります。

完了次第、署名完了を借入人、事業実施機関及び関連官庁に通知します。署

名済みの合意文書は、合意文書を有効化するために必要な手続きを記した文書

を添付して、借入人に送付されます。

3.6.4 合意文書の有効化（Effectiveness of the Agreement）

合意文書の有効を宣言するためには、借入人は付帯事項の履行義務を完了す

る必要があります。通常、この有効化は合意文書署名後、90日以内に完了され
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なければなりません。合意文書が有効となる以前から、事業実施機関、タスク

チームはお互いに協力して、文書有効後の事業実施に向けて、準備を始めます。

3.7 事業実施（Implementation）

3.7.1 事業実施中の監理（Supervision）

事業が実施の段階に入り、世界銀行は借入人の実施する事業を監理する責任

を有します。その責任は次の二つの理由からなります。

• 借入合意文書は、貸付が当初の目的のみに、しかも有効に、かつ経済的に使
われることを規定している。

• 開発援助機関として、支援するプロジェクトが当初の開発目的を達成する
ことに関心を有している。

従って、プロジェクトの性質、複雑さ、ローンの規模、事業実施中に想定され

る諸問題、事業実施機関の組織能力等を勘案して、十分な監理が可能となる体

制（タスクチーム）を整える必要があります。

Supervision（監理）とは、単に現地施工監理、進捗報告書によるものではなく、

事業実施中に対応すべき諸問題に、継続して、柔軟に対処処理する過程を指し

ます。事業実施中に発生する監理業務には、世界銀行の承認を有する調達入札

に関する書類文書のレヴュー、進捗報告書のレヴュー、環境及び用地補償に関

するモニタリング報告書のレヴュー、各調査報告書のレヴュー等が含まれます。

3.7.2 監理の実施
（1） 事業実施初期の段階

事業の監理は必ずしも、貸付合意文書が有効になってから始まるの

ではなく、理事会での承認以前の準備段階から連続して始まっていま

す。プロジェクトが現地で動き始める時期に、通常、世界銀行タスク

チームと事業実施機関は協同でProject Launch Workshop（プロ

ジェクト開始ワークショップ）を開催します。ワークショップでは、次

の項目に焦点を当て、プロジェクト関係者への熟知を図ります。

• 関係諸機関間の連携体制
• 運転資金の支払い･支出の方法･手続き
• 世界銀行への報告を含む、モニタリング・評価の方法･体制
• 世界銀行の社会・環境関係の遵守義務事項、および情報公開・住民
参加・公聴会の実施要綱

• 入札調達、貸付金の支払い、監査報告の実施方法
• 初年度の事業計画を含むプロジェクト実施計画
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（2） 事業実施期間中

事業実施機関には、プロジェクトに含まれる総ての項目を概略網羅

した進捗報告書の提出を義務付けています。タスクチームリーダーは

絶えず、提出された月報と季刊報の二つの進捗報告書で事業の進捗状

況を把握し、それらの報告書を通じ、事実の把握に時間と労力を費や

すのでは無く、問題事項に対する解決方法の提案及び技術援助の提供

に力を注ぎます。進捗報告書はタスクチームにとって唯一の進捗状況

を把握する資料であるため、理解しやすい内容でなければならません。

従って、Project Launch Workshop中にできる限りそれぞれの進捗

報告書の様式について、世界銀行の推奨する様式について説明を行い、

十分な理解を得るようにします。

（3） 事業完了直近の段階

貸付合意文書の有効期限と事業完了の時期には、ずれがあり、通常、

プロジェクトの主要項目は貸付合意文書の有効期限以前に完了してお

ります。したがって、監理の段階で、当初の事業目的が達成されてい

るかどうかの評価が一部可能となります。貸付合意文書の有効期限直

前6 ヶ月前から、通常は事業実施完了報告書 Implementation 

Completion Report（ICR）作成の準備に入ります。この期間に、最後

の現地Supervision missionとなる ICRミッションを派遣します。

3.7.3 現地監理ミッション（Field Supervision Mission）

タスクチームは年に最低一回、通常、二回現地を訪問し、現地監理ミッション

を実施します。現地監理ミッションは通常、5-6人のメンバーからなり、現地で

協議の必要となる項目を担当するチームメンバーは必ず入るようにします。

ミッションメンバーは必ずしも、世界銀行職員である必要はなく、外部よりコ

ンサルタントを招聘することもあります。現地監理ミッションには一週間から

十日間ぐらいしか時間を割けないため、効率良くミッションを遂行する必要が

あります。従って、タスクチームリーダーは現地訪問2-3週間前に、現地で議論

する項目のリスト、現地視察行程案を通知するとともに、最新の進捗報告書の

提出を求めます。

現地監理ミッションの主目的は、合意されたプロジェクトの目的を達成する

ために秩序良く､また合意文書に基づき施行されているかを確認することです。

従って、タスクチームは現地視察を通して、プロジェクトの品質管理に注意を

払うとともに、当初の目的を達成する上で問題となりそうな事項について、関

係機関とその解決策について協議を行います。物品･工事の調達･入札に関する

文書、あるいはプロジェクトに含まれる調査の実施要領あるいは報告書の内容
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等、ファックス・電子メールでの意見交換が困難な事項については、現地訪問の

機会を捕らえ、それぞれの担当者と直接会って協議・指導を行います。

問題事項が確認された場合（例えば、合意文書に反する不履行等）、単に、その

間違いを追求するのではなく、その問題の発生した経緯を明らかにし、その前

後処理について現実的な対策を模索するようにします。十分に協議した上で、

処理の実施予定計画（アクションプラン）について合意を得ます。現地監理ミッ

ションが完了した時点で、タスクチームが気付いた事項、了解事項、推奨事項、

及び事業実施機関の採るべき対策等を記した議事録（Aide Mémoire）を作成

します。タスクチームはワシントン本部へ帰任後、議事録を含む帰任報告書を

作成提出しますが、特に、早急に上層部に報告する必要な事項については、当該

国駐在国担当局長に面会し、問題事項の報告とその処理方法の指示を仰ぎます。

3.7.4 監理報告書（Supervision Reports）

タスクチームはワシントン本部へ帰任後、監理報告書を作成、内部関係者に

配布します。監理報告書は次の5つの文書から構成されています。

1） タスクチームリーダーからの配信メモ

2） プロジェクト進捗状況報告書（Implementation Status and Results 

Report）

3） 現地監理ミッションの議事録（Aide Mémoire）

4） 主管部部長からの継続事項喚起文書（Follow-up letter）

5） 合意事項履行状況

6） モニタリング指標

（1） タスクチームリーダーからの配信メモ

配信メモは上記6文書の内、2）-6）を配信するためのカバーメモで、

プロジェクトに関して、問題事項があれば、主要な問題事項を記述し

ます。

（2） プロジェクト進捗状況報告書（Implementation Status and Results 

Report（ISR）

ISRは監理報告書の内、核となる文書で、世界銀行管理職･職員、誰

でも見れるようになっております（Internetで内部文書にアクセスす

ることにより）。

（3） 現地監理ミッションの議事録（Aide Mémoire）

世界銀行及び事業実施機関双方の代表者の署名した議事録（Aide 

Mémoire）のコピーを添付します。

（4） 主管部部長からの継続事項喚起文書（Follow-up letter）



2626

タスクチームはミッションより帰任後、事業実施機関に、特に注意

を促す必要のある事項を選択し、継続して問題解決のために努力を促

す書簡を送付します。

（5） 合意事項履行状況

貸付合意文書に記述されている合意事項を要約した表をベースに、

その履行状況を記載します。

（6） モニタリング指標

プロジェクトの目的達成度及び進捗状況を、当初、想定した数値と

実測値を比較し、プロジェクトの成果をモニターします。

3.7.5 プロジェクト進捗状況報告書 
（Implementation Status and Results Report）

Implementation Status and Results Report（ISR）はプロジェクトに関す

る情報を簡潔に要約した内部文書で、プロジェクトを管理監督する道具として

使われます。ISRは次の6項目から成っております。

1） Key Issues and Actions for Bank Management Attention

2） Project Development Objectives and Outcomes

3） Project Implementation Performance Ratings

4） Disbursement and Audits

5） Safeguards and Legal Covenants

6） Manager’s Comments

3.8 事業完成（Project Completion）

当該プロジェクトが完成し、貸付金の引き出し期限が切れた後（ローンがク

ローズされたと言います）、六ヶ月以内にタスクチームは事業実施完成報告書

（Implementation Completion Report: ICR）を作成することになります。

ICRは世界銀行の学んだ知見・知識を多くの人々と分かち合うとともに、説明

責任を果たすために供されます。ICRでは次の事項を念頭に、作成されます。

a） 当該国への貸出戦略及び将来のプロジェクトの組み立て方法を改善す

るために、プロジェクト実施から学んだ経験を公開する。

b） 事業完成後、運営段階において、その開発効果及び持続可能性を高め

るために寄与する。

c） 世界銀行及び借入人による、開発効果の評価を含む自己評価を厳正に

行なう。

d） 世界銀行活動についての説明責任及び透明性を適正に果たす。



2727

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
サ
イ
ク
ル

3

e） 開発効果の評価を可能にするために、世界銀行融資プロジェクトの実

施経験を記録に残す。

f） 会計処理に関して学んだ経験を特に重要視して記録に残す。

ICRは基本的には、世界銀行タスクチームが作成しますが、借入人（事業実施

機関）も独自に事業評価報告書を作成することが義務付けられ、借入人の作成

した報告書はそのまま、ICRに借入人の貢献部分として挿入されます。もし、借

入人の事業評価報告書が10ページ以上に渡る場合は要約版の作成を要請され、

要約版が ICRに記載されます。実際のプロジェクトで作成された ICR目次例を

Annex 4に参考に記してあります。

3.9 事後評価（Evaluation）

世界銀行内の独立評価局（Independent Evaluation Department）が独自

に、プロジェクトの事後評価を実施します。完成した ICRをレヴューすること

により、次の事項を実施します。

• ICRで評価された業務実施評価点の再確認

• 独立評価局の評価データベース用に、プロジェクトについての情報を蓄積
• 独立評価局規定の評価用紙に独立評価局独自の評価点と評価要約を記録
• プロジェクトの開発目的の達成成果を表示するために評価された実績指
標（Performance indicators）の適正を評価

• ICRの質を評価するとともに、その結果を理事会、世界銀行幹部に報告

• プロジェクトを通して学んだ事柄を世界銀行内部に流布
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フィージビリティ・スタディとは当該プロジェクトが技術的、国民経済的、

財務的及び社会的にみて、実行可能か否かを客観的に考察する調査であり、そ

の結果をまとめた報告書は、世界銀行にとっても融資の実行を検討する上で、

最も基本的な資料と言えます。

3.4.2で述べたように、狭義の意味でのフィージビリティ・スタディでは経

済・財務分析に焦点を当てて、考察を行うのに対し、広義の意味でのフィージビ

リティ・スタディは、その他に社会面（環境、用地買収・補償等）、プロジェクト

実施上の検討事項（調達・入札方法、事業実施のための組織体制、会計処理・内

部監査方法等）についての考察も行います。以下、第4章では道路プロジェクト

の例を取り上げ、狭義の意味でのフィージビリティ・スタディの手法・手順に

ついて論じます。

4.1 フィージビリティ・スタディの範囲 
（Scope of Feasibility Study）

道路プロジェクトのためのフィージビリティ・スタディでは通常、次の事項

について考察・分析・評価を行います。

• 地域全体の交通網の現況
• 交通網における道路交通の役割
• 既存インフラの現況
• 当該地域の背景及び社会・経済指標
• 当該回廊（路線帯）の経済・交通運輸特性（経済・交通体系の過去の傾向、交
通量の増加パターン及び経済指標と乗客数・貨物量の相関関係を含む）

• 道路交通需要及び交通量の予測
• 当該プロジェクトに適用すべき技術基準及び範囲（道路規格、延長、適用基
準、工事概要数量・設計基準）

• 現場の環境要因（プロジェクトの地理的位置、地質、気象、水理条件、各種
調査・試験結果、建設資材入手状況、文化遺跡の有無）

• ルート位置及び比較ルート・代替案
• 工事数量（用地買収・補償数量を含む）
• 工費積算・資金手当て計画
• 事業実施計画（工程、資金）
• 経済評価（感度分析を含む）
• 財務分析（有料道路及びローンを含むプロジェクト対象）
• 環境影響評価
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4.2 フィージビリティ・スタディの手順
フィージビリティ・スタディの手順はスタディーの目的、対象範囲などによ

り異なりますが、一般的な道路プロジェクトのためのフィージビリティ・スタ

ディの手順は図4.1に示す通りです。

4.3 フィージビリティ・スタディの目的・概要
フィージビリティ・スタディは次の4つの重要な役割を果たすために実施さ

れるものです。

1） プロジェクトの目的を明確にするとともに、考慮すべき比較・代替案

を確定します。

2） 比較検討評価を通して、プロジェクトにとって最良の案を選定し 

 ます。

3） 他の同種のプロジェクトとの比較を可能にするために、推奨案につ

いての評価を行うと同時に、投資効果評価指標（NPV、IRR）を算定し 

ます。

4） プロジェクトへの融資、実行を決定する根拠となるともに、成功裏に

プロジェクトを実施するため対処すべきリスクを明確にします。

フィージビリティ・スタディに含まれる主要な分析・評価項目は次の通り 

です。

• ネットワークの評価（Network assessment）：ネットワークの現況及び

サービスレベルの分析、道路網の開発計画、交通需要配分、ルート間及び交

通機関間の転換交通、有料化による影響分析

• 交通需要分析（Travel demand analysis）：基準年における交通流動状況

の把握、増加要因の予測

• 工学的及び環境的領域（Engineering and environmental context）：各

種案の実行可能性、工費積算、環境上の制約条件、便益と環境面への影響の

バランスの問題

• 経済・財務分析評価（Economic and financial evaluation）：比較案につ

いての経済・財務分析評価 

フィージビリティ・スタディで用いられるフレームワーク（評価・分析作業

の流れ）を図4.2に示します。
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図4.1　Typical Highway Project Feasibility Study Procedures
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Source: Kawabata, Y., 2002, An Assessment of the Methodology for Undertaking Highway Feasibility Studies in China and Proposals for  
 its Review（Doctoral dissertation）

図4.2　フィージビリティ・スタディのフレームワーク
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4.4 比較案の設定及び評価 
（Option Development and Assessment）

4.4.1 推奨比較案の選択
推奨比較案の選択過程では、地元自治体及び地域住民団体にも受け入れられ

る、工費、便益、環境影響面でバランスの取れたルート選定を行なうようにしま

す。なお、比較案設定初期の段階では、複数の幅の広い路線帯（回廊

（corridor））を設定するようにします。

回廊（路線帯）の選択は次のステップを踏んで行います。

• 地形図を用い、プロジェクト対象地域の地形的な特徴を把握する。
• プロジェクト対象地域内の環境上あるいは社会的に問題と成り得る制約
事項・物件を特定する。

• 工費的に有利で、かつ環境制約条件を満たす回廊比較案（複数）を策定する。
• 各回廊比較案の工費積算を行う。
• 各回廊比較案の経済性比較を実施する。
• 各回廊比較案の環境評価を実施する。
• 各回廊比較案を交通上の便益、環境への影響の両面から評価する。
• 交通上の便益、環境への影響を相対評価した上で、推奨比較案を選択する。

4.4.2 比較案の設定
プロジェクト対象地域の地形的な特徴を把握するためには、通常、1/50,000 

もしくは 1/100,000程度の縮尺の地形図を用いて作業を行います。まず、問題

となりそうな制約事項・物件を同地形図にプロットし、回廊比較案を設定する

ための基本地形図を作成します。制約事項・物件には次の項目が含まれます。

• 比較検討の対象となる路線帯の境界、及び起終点
• 技術上、制約を受けうる要因（湖沼、軟弱地盤、岩盤地帯）
• 集落地域、学校、病院、文化施設等
• 地域土地利用現況（農耕用地、工業地域、開発計画地）
• 環境上、注意を要する地域（森林保護区、国立公園等）
• 文化遺産保護地域
比較案の設定については、上記制約事項を満たした比較案を、出来るだけ多

く用意するようにし、また、比較案を形成する段階では、地域の社会問題をより

良く理解するため、地元自治体及び地域住民団体の意見を十分聴取するように

します。交通上の便益が環境に対する影響を上回っていることが周知されるた

めに、特に地元自治体及び地域住民団体からの情報は不可避となります。

フィージビリティー評価の段階では、地形及び環境条件によりますが、幅の
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広い（約1km程度）回廊（路線帯）を設定します。回廊内の正確なルート位置に

ついては、後の予備設計、詳細設計の段階で決定されます。

4.4.3 工費見積り
工費の見積りは、複数の回廊比較案の工費の差、及び経済・財務評価結果が

明確になる程度の精度で行います。この段階では、すべての回廊比較案につい

て、正確な工費積算は必要なく、精度の高い見積金額はフィージビリティ・スタ

ディ評価の最終段階で概算予算設定のために、積算されます。更に精度の高い

見積り金額は予備設計の段階で、再積算されます。

フィージビリティ・スタディ評価の最終段階における工費見積り積算につい

ては、予定路線区間を地形の種別（平地、丘陵、山岳地帯）に区分し、実績値に基

ずく km当りの平均単価〔各種別毎〕を各区分延長に掛けて積算します。ただし、

過去の実績値が適用できないような特殊な工種、もしくは特殊な地形を有する

区間の見積りについては、別途積算する必要があります。

土地収用・補償費は工費には含まれませんが、別途見積りを行い、フィージ

ビリティー評価の対象となる費用には含めます。

4.4.4 経済評価
各回廊比較案について、この段階（回廊選択）では、比較案間の差を大まかに

比べることが目的であるため精度の高い経済評価ではなく、指標的経済評価で

十分といえます。一般的には、大きな差は工費（工事量）及び延長の長短によっ

て生じるため、評価に際しては、次の仮定条件を設定します。

• 各回廊の予測交通量は同じと仮定。
• 一番工費の安い案を通常、比較のための基準回廊案と設定。
• 基準回廊案と比較して、各比較案との工費の高低差を評価。
• 運用開始一年目における各比較案と基準回廊案間の平均距離・旅行時間費
用の差を決定。（このような費用算定は、通常の道路条件に対して採用され

る、一般化した車両運用・旅行時間費用に基づき、行われます）

• 投資額（建設費）の差を、評価対象期間中（通常20年）に生ずる利用者費用

（便益）の差と比較します。

4.4.5 予備環境評価
比較検討の段階で行われる予備環境評価は二つの目的を持って行われます。

第一には、環境影響面から比較回廊案に順位をつける事、第二には、推奨比較案

を確定するために、さらに詳細な環境調査を必要とする比較案を特定すること

です。詳細な環境調査は後に、環境影響評価（Environmental Impact 
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Assessment）の段階で行われます。

環境評価は、地形区分ごとに工費の積算を行うように、環境評価上、考慮すべ

き区間を区分し、実施されます。予備環境評価は既存の情報・資料を参考に、縮

尺1/10,000程度の地形図上でデスクワークによる作業を行います。

各回廊案の環境影響については、次の項目について評価を行います。

• 物理的要因（土地利用への阻害、侵食、河川のルート変更、水質影響、湖沼
等）

• 生物学的・生態学要因（動植物への影響、生態系への影響等）
• 地域住民・地元への阻害（住民移転、土地･家屋の収用、生活形態の変更等）
• 地域住民の保健･衛生（騒音、大気･水質汚染、振動等）
• 油脂・化学製品を含む事故のリスク（危険物を運搬する貨物車の事故）
影響評価は、当該地域における貴重な生態の有無・程度、及び環境破壊され

た場合の修復･回復可能度を基準に評価し、総合判断を行います。

4.4.6 推奨比較案の選択
推奨比較案の選択は、交通運輸上の便益と環境への影響とのバランスを考慮

して行います。

表4.1　比較案の評価要因

評価分類 要　因

交通運輸

• 投資経済効果
• 通行交通の車両走行費用（VOC）
• 他幹線ルートへの接続状況
• 工業・地域開発地域への接続状況
• 技術的リスク
• 有料の場合の維持管理費

環境

• 物理的影響
• 生物学的・生態学的影響
• 地域住民・地元への阻害
• 地域住民の保健･衛生への影響
• 油脂・化学製品の漏洩リスク
• 環境上要注意の地区への影響
• 農耕地の損失

比較案について、それぞれ各要因毎に例えば、0-10点という範囲で評価点を

付けます。次に、各要因の重要度が異なるため、重要度に対し例えば、1-5点と

いうように重み付けをします。総合判断は、評価点の加重評価点を出し、推奨比

較案の比較を行うことによりなされます。評価点、重要度の数値は、プロジェク

トの特性、地域性により、異なり、特に重み付けの設定は、数値により異なった

結論が出る可能性があるため、注意を要します。
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4.5 現在の交通需要及び道路ネットワーク
4.5.1 調査範囲の設定
最初に調査範囲を特定する必要があります。原則的には、フィージビリ

ティー調査に影響を受ける路線帯に沿って、幅広く範囲を設定します。特に、並

行して他に幹線道路、もしくは鉄道が存在し、これらの交通機関からの転換交

通が予測される場合には、これらの路線帯を含めて、幅広く範囲を取ります。

次に、交通量の分析・予測を行うため、調査対象地域を地理学的にゾーニン

グと呼ばれる細分割を次の原則に基づき、行います。

• 各ゾーンは出来るだけ、行政区分と一致するよう設定：将来交通予測をす
る上でGNP、農工業生産額、人口増加率等の基本データが必要となるが、

通常、既存の行政区分単位での情報収集が容易。

• 新規道路への接続計画と整合性のあるゾーン設定。（特に流入制限のある
有料道路の場合）。

• 調査範囲外の隣接地域についても、交通解析を行う上で必要な外部ゾーン
を設定。

4.5.2 基準年における交通需要
調査対象範囲内の既存交通需要パターンは、現況交通調査（交通量調査及び

OD調査）及び基準年における交通需要マトリックス（OD表）作成過程を基に

設定されます。OD調査結果から、基準年における交通需要マトリックス（OD

表）を構築する過程は、次の主要ステップを踏んで行われます。

• 調査対象範囲内の選定した地点でのOD（起終点）調査

• OD調査結果の分析

• 初期OD表の作成

• 作成したOD表と実際に観測した交通量との整合性チェック

（1） Origin and Destination（OD：起終点）調査

まだ交通量の少ない発展途上国でのOD調査は路側で運転手にイン

タヴューする方法が一般的です。しかし、調査には多くの調査員が必

要で、費用がかかるため、通常はサンプル調査を実施します。調査時

間は12時間（昼間）というケースが多く、24時間調査は12時間のデー

タを一日ベースに拡大するために必要な拡大率を求めるために、全

OD調査地点の中から数箇所に限定して実施されます。OD調査と同

時に交通量カウント調査も実施しますが、この調査は、24時間ベース

で行われます。

OD調査で重要な点は、調査対象範囲内の既存交通需要パターンを
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正確に把握する事だといえます。従って、OD調査地点としては、計画

しているゾーニングに照らし合わせて、既存道路網上の流動パターン

を適切に把握でき、かつ、交通の流動パターンをうまく捕らえられる

地点を選定します。

（2） OD調査結果の分析

OD調査で得られたデータに基づき、調査地点における交通量を

AADT（Annual Average Daily Traffic）単位（車種別に）で算定します。

この算定は次のステップを踏んでおこないます。

• サンプルベースのOD調査結果を全数ベースに換算

• 12時間ベースの結果を24時間ベースに拡大換算

• 週間変動を考慮し、一週間平均値に修正
• 月変動を考慮し、年間平均値に修正

OD調査の方法により、インタヴューを重複して行い、これが交通

量算定において二度カウントされるケースがあるため、その場合には、

修正を行います。

（3） 初期OD表の作成

上記作業を通して換算修正を加えたOD交通量を、実測交通量と比

較し、検証を行います。最後に、基準年（base year）におけるトリップ

マトリックス（OD表）を作成し、この段階で車種別に作成されたOD

表を単一の車種（例えば乗用車換算）に集計します。

4.5.3 道路ネットワーク概要
道路プロジェクトのフィージビリティ・スタディでは、通常、複数のネット

ワークについての解析を行います。複数のネットワークでは、評価対象年内の

複数年における道路整備状況及び複数の新設計画案を考慮した道路の状況を想

定します。解析すべき複数のネットワークで欠かす事の出来ないものは、次の

二つといえます。

• 将来のある設計年におけるBase Caseのネットワーク（do-nothingある

いは do-minimumのケース）及び

• 同設計年におけるProject Case（プロジェクトを想定したケース）

（1） ネットワークの定義

交通量予測モデルで必要となる道路ネットワークには、地域内の交

通に供する地方道路は含める必要は無く、あくまでも、都市間もしく

は、長距離トリップに供する幹線道路だけを含めれば十分です。基準

年のネットワークに含める調査範囲内の道路としては、通常、国道､　

県道、主要地方道路、あるいはそれ以下のクラスの道路でも将来、改良
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計画を有する地方道を取り上げます。調査範囲外の道路でも、道路

ネットワークを構成する上で、欠かせない道路については、その主要

な道路は含めるようにします。ネットワークに含まれる道路は更に、

各ゾーンへのアクセスを考慮し、一連のリンクに分割しておきます。

（2） 道路リンクデータ

後述のネットワークの構築、交通量予測モデル及び評価の過程で基

礎データとして必要とされる各リンクについてのデータとしては、次

の項目が最低限、必要となります。

• 道路の種別・等級
• リンクの延長
• 道路舗装幅員
• 道路路面の種類
• 道路路面の祖度（roughness）

• 地形条件（平地、丘陵、山岳）
• 交通量

道路の種別・等級及び地形条件は free flow speeds（後述）を設定するため

に用いられ、道路の種別・等級及び地形条件のほかに道路舗装幅員を加えた3

項目は道路の交通容量を設定するために必要となります。道路路面の種類は、

祖度についてのデータが得られない場合、大よそのインプットデータとして入

力するために必要となります。

4.5.4 道路ネットワークのパラメーター
次節（4.6）で議論する交通量需要予測の過程で必要とされるパラメーターに

ついて、簡単に触れておきます。次に論じる4項目（道路交通容量、フリーフ

ロー速度、速度・フロー相関曲線、有料化による転換率への影響）は各国の条件

（道路、車両性能、車種構成、自動車以外の車両の占有率、運転者の行動形態、経

済開発度等）により大きく異なり、各項目そのものが大きな研究課題でもあり

ます。

（1） 道路交通容量（Highway Capacity）

道路交通容量とはある道路の区間で、最大流し得る交通量をいい、

通常一時間当たり、もしくは一日当たりの交通量で表示します。

交通容量に影響を及ぼす測定可能な主要因としては、道路（舗装）幅

員､　地形（縦断勾配）、道路の種別･等級（平面線形）、道路路面の祖度、

沿道条件（沿道からの摩擦抵抗）、一日における走行パターン（時間分

布）があります。基準交通容量（通常、理想条件下の乗用車換算で表示）

をベースに上記の影響要因を勘案して、特定の道路区間の交通容量を
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算定します。

フィージビリティ・スタディでは、一日当たりの交通容量を用いて、

交通予測モデルを展開していきますが、一日当たりの交通容量は、交

通容量への影響要因を勘案してすぐに算定されるわけではなく、あく

までも一時間当たりの交通容量が基本となります。一日当たりの交通

容量は、一時間当たりの交通容量を基本に、車線数、ピーク時係数、重

方向率を勘案して算定します。一日当たりの交通容量は通常、年間の

うち、30番目に時間交通が容量に達した状態と定義されます。

（2） フリーフロー速度（Free Flow Speeds）

ある道路リンク上で、交通量がほぼゼロの場合、車両は自由走行が

可能ですが、交通量の増加とともに、速度は低減します。すなわち、速

度と流れは相関関係にあり、この関係は速度とリンク上の混雑度（交

通量 /交通容量比で表示）の相関関数で表せます。自由走行の可能な速

度をフリーフロー速度といいますが、フリーフロー速度の数値は、国

あるいは地方により異なるので、現場での観測値を基に、設定します。

フリーフロー速度は道路の種別・等級、道路幅員、地形条件別に設定

します。車種別にフリーフロー速度を設定することも可能ですが、交

通量配分（traffic assignment）の作業過程では、通常、全車種の加重

平均値を用います。

（3） 速度・フロー相関曲線（Speed-Flow Curves）

速度・フロー相関曲線と交通容量とは、密接な相関関係があり、交

通量分析・予測をする過程で、重要な入力データとなります。速度・フ

ロー相関曲線を用いて、各道路区間の特性（地形）及び交通量との関連

で速度を設定します。各国にも、主管官庁、もしくはフィージビリ

ティ・スタディに従事するコンサルタントが提唱する速度・フロー相

関曲線が確立されています。ただ、複数の曲線の中から、どの曲線を

どの道路区間に適用すべきかが十分に吟味されておらず、改良前に適

用される道路を見ると、本来、下級の道路に適用すべき曲線が採用さ

れている場合が多くあります。速度・フロー相関曲線については、日

本でも殆ど実測値に基づく曲線は確立されておらず、今後の更なる研

究課題であると言えます。

（4） 有料化による転換率への影響

交通量予測モデルを用い、将来交通量を予測しますが、新設道路を

有料道路として計画する場合には、最後に有料化することにより、既

存一般道から新設道路への転換が、どの程度低減するか予測する必要

があります。事業計画者はこの転換率を過度に設定する傾向があり、



39

フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
・
ス
タ
デ
ィ
（
道
路
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
例
）

4

中国の例でも、開通初年度から転換率を80-90%と仮定するケースが

殆どです。しかしながら、開通後の実績を見てみると、ほぼ30-40%

の範囲にあり、日本においても、東京湾横断道路の交通量が当初予定

の約半分であるなど、予測から大きく外れることは珍しくありません。

基本的には、運転者がトリップ時間の短縮に、いくらまで支払う用意

があるかと言う問題です。が、実際にはそれまで無料だったものを有

料にすることは安易ではなく、事業実施前に、十分に運転者に対する聞

き取り調査を行い、有料道路料金と短縮時間との相関関係を確立し、

更に開通後に実績値を基に検証を行う作業を積み重ねて、フィージビ

リティ・スタディで採用され得る相関式の確立が必須といえます。

4.6 交通需要予測及びネットワークの評価
前節（4.5）の現在の交通需要及び道路ネットワークの作業に引き続き、交通

需要予測及びネットワーク評価の過程に進みます。ネットワークの評価では、

既存の道路ネットワーク及び将来の計画ネットワークについて、分析評価を行

います。評価は通常、複数年における状況について行われます。プロジェクト

のフィージビリティー評価は20-25年を評価対象としているため、プロジェク

ト完成後、供用開始初年度以降、5年毎の状況について分析評価を行います。

ネットワークの分析評価は次の手順を踏んで、行われます。

• フィージビリティー調査範囲内の道路ネットワークを構築します：道路
ネットワーク図には各リンクの物理的な特徴（延長、道路規格、交通容量、

地形等）を記入しておきます。ネットワークについては、評価対象年におけ

る、Base Case（プロジェクトを実施しないケース）及びProject Case（プ

ロジェクトが実施されたケース）のそれぞれのケースについて、構築します。

• 基準年（base year）におけるトリップマトリックス（OD表）を作成します。

• 交通量増加率の予測、及びその増加率を基準年（base year）におけるト

リップマトリックスに適用し、各予測年におけるトリップマトリックス

（OD表）を作成します。

• 各予測年におけるBase Caseについての旅行時間・費用を算定します。

• 各予測年におけるトリップマトリックス（OD表）をBase Caseのネット

ワークに適用し、リンク毎の交通量を予測します。

• 同様にProject Caseのネットワークについて、リンク毎の交通量を予測

します。

交通量の予測、ネットワークの評価を含む全体的な交通量予測モデル手法を

図4.3に示します。
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図4.3　Modeling Approach

DEFICIENDY ANALYSIS

ROAD NETWORK AND
TRAFFIC COUNT DATA

ROAD NETWORK
IMPROVEMENT

PROJECTS

ESTIMATE DIVERTED
DEMAND

SOCIAL ECONOMIC
DATA

FORECAST FUTURE
TRAVEL MATICES

ASSIGN DEMAND
MATRICES TO ROAD

NETWORK

EVALUATE PROJECTS

Collect Engineering
and Socio-economic

Data

DEVELOP ROAD
NETWORK

TRAVEL DEMAND
DATA

DEVELOP BASE YEAR
DEMAND MATRICES

RAIL PASSENGER /
FREIGHT DATA

DEVELOP FUTURE
ROAD NETWORKS



41

フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
・
ス
タ
デ
ィ
（
道
路
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
例
）

4

4.6.1 将来交通需要マトリックス（OD表）の構築
将来交通需要マトリックス（OD表）の構築過程では、次の3つの要因につい

ての解析を行います。

• 現交通量の自然増加：調査対象範囲内及び近隣地域の経済活動の発展に 

よる。

• 他交通機関からの転換：鉄道もしくは、地域により一部水運からの転換
• プロジェクトによる開発交通：旅行時間短縮及び利便性の向上による誘発
交通

（1） 自然増加

将来交通需要は通常、増加率法（growth factor method）により予

測を行います。この方法では、ゾーン内貨物・乗客の増加を各ゾーン

内の経済活動の発展に関連付けて予測します。貨物・乗客に対し、

別々に増加率を予測し、それぞれの増加率を既存交通需要パターンに

適用し、将来交通需要パターンを予測します。

貨物・乗客の増加率は、貨物・乗客数の増加をゾーン内経済活動予

測成長率との間に相関関係を想定し、これを回帰分析する事により、

求めます。なお、経済活動は通常、工業・農業生産高総価値（Gross 

Value of Industrial and Agricultural Output）を関数係数として計

測します。

（2） 他交通機関からの転換

高速道路網の未発達な発展途上国では、中距離・長距離輸送（約

250km以上）には、汽車が、短距離輸送（約100km以内）には自動車

が使われています。従って、両交通機関の利用目的が異なり、また輸

送内容も汽車では、量のかさばる貨物〔例えば、木材、燃料、石炭、建設

資材等〕を輸送しているのに対し、自動車では、生鮮食品、日用雑貨品

が中心となっています。このような状況から、数十、数百 km程度の道

路プロジェクトに関しては、鉄道からの転換交通は、当分の間（高速道

路網が完備され、流通システムが整備されるまで）、乗客交通を主体に

5%以内と考えるのが妥当と考えられます。本来なら、鉄道管理者か

ら、鉄道輸送のOD調査の結果が提供されると、更に詳細な解析予測

が可能ですが、競争相手からの資料提供は困難な状況であるのが現状

です。

また、内陸水運からの転換についても、特殊な地域を除き、現在のラ

イフスタイル（発展途上国では船上生活者が現在でも多数見受けられ

ます）が変更されない限り、想定する必要はないと思われます。
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（3） 開発交通

道路・道路網が改良されることにより、輸送費用が低減され、地域

の経済発展が促進されます。極端な場合、今まで、開発資源・農産物が

存在していたにもかかわらず、アクセスがないため、未開発のままで

あった地域が、道路の新設により、市場への搬出が可能となり、交通量

誘発を招くこともあります。また、高速道路が新設されることにより、

地方に工場が誘致され、地域の工業化を促進し、更なる道路整備・改

良が必要となるケースも見られます。しかし現実には、道路の新設あ

るいは道路整備がどの程度、経済発展に貢献し、交通量誘発につなが

るのかを定量的に示すことは困難です。発展途上国でのフィージビリ

ティ・スタディでは、開発交通を基本交通量の5-10%と仮定するのが

普通です。

4.6.2 将来の道路ネットワーク
将来の設計年（複数年）における、二つのネットワークを用意します。

• ベースケースのネットワーク（Base Case network）：プロジェクト無し

• プロジェクトケースのネットワーク（Project Case network）：プロジェ

クト有り

プロジェクトケースとはベースケースのネットワークにフィージビリティ・

スタディ対象のプロジェクトを追加したケースを言います。ベースケースの

ネットワーク上の交通量とプロジェクトケースのネットワーク上の交通量との

比較が、経済評価をするために必要な利用者便益を算定する基礎となります。

当初のベースケースネットワーク（供用開始初年度）には既存のネットワー

クに次の道路を含める必要があります。

• 現在工事中の道路プロジェクト
• 予算措置の完了してしている計画道路
• 現5ヵ年計画に含まれる、その他の計画道路

将来年におけるベースケース設定については、当初のベースケースネット

ワーク（供用開始初年度）は将来、必要に応じて整備改良が行われると仮定する

必要があります。ベースケースとは、必ずしも“Do Nothing”を意味するので

はなく、“Do Minimum”を意味します。道路舗装が悪化したり、あるいは道路

混雑が日常的になるような状態に達すると当然、道路管理者はその整備改良を

計画するからです。
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4.6.3 ネットワーク・アサインメント（交通量配分）
交通需要マトリックス（OD表）を、交通容量の制約を勘案した交通量配分手

法（コンピューターモデル）を用い、将来のベースケースのネットワーク及びプ

ロジェクトケースのネットワークに適用し、各リンク上の交通量を予測します。

この交通量配分作業のアウトプットとして、次の項目が含まれます。

• 当該プロジェクトを有料道路として計画したケースと、無料のケースにつ
いての各リンク上の交通量（貨物、乗客交通別）

• 有料道路として計画したケースと、無料のケースについて各リンク上の台
キロ、台時間、平均速度（貨物、乗客交通別）

上記項目についての実数の他に、交通量をその量に応じて実線の幅で示した

リンク交通量図を作成します。

4.7 経済評価
4.7.1 経済評価手順
プロジェクト経済評価の主目的は、大局的には、国の経済発展に貢献し得る

プロジェクトを計画、選択する上で、その判断根拠に供することであります。

従って、経済評価では、次の問いに答える必要があります。

• プロジェクトの目的は何か。
• プロジェクトが実施されたら、どのような影響･効果が生じるか。
• プロジェクトは最良の選択案か。
• プロジェクトは単独で実施されるべきか、あるいは他の部門と一緒にすべ
きか。

• プロジェクトの便益・恩恵を受ける人・団体は誰か、あるいは影響を受け
る人・団体 ?

• プロジェクト実施により、財政面での問題は生じないか。
• プロジェクトは財政的に持続可能か。
• プロジェクトによる環境上の問題はないか。
• プロジェクト実施の価値はあるか。
• プロジェクト実施上のリスクはないか。
技術的には、プロジェクト有り、無しのケースを確定し、構築した比較代替案

の中から、最良案を選定、不適当なプロジェクトの他項目を削除した上で、プロ

ジェクトの経済財務面での検討を行います。すなわち、評価では、プロジェクト

ケースの場合のプロジェクト事業費用をプロジェクトによって生じる便益と比

較することで行います。経済評価の結果は、経済内部収益率（EIRR: economic 

internal rate of return）、純現在価値（NPV: net present value）等の数字で
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表し、財務評価の結果は財務内部収益率（FIRR: financial internal rate of 

return）で表示します。

経済評価は次の手順で行われます。

• ベースケース及びプロジェクトケースを確定する。
• ベースケース及びプロジェクトケースにおける道路ネットワークを特定
する。

• ベースケース及びプロジェクトケースにおける各道路の交通需要を予測
する。

• ベースケース及びプロジェクトケースにおける道路の建設費・改良費及び
維持管理費の積算をする。

• ベースケース及びプロジェクトケースにおける道路の道路・交通条件に対
する単位車両走行費用（unit vehicle operating costs）を算定する。

• プロジェクト有り、無しのそれぞれのケースについて、道路ネットワーク
を走行する交通により発生する車両走行費用の節約、及び事故の低減、乗

客の旅行時間短縮による便益を計測する。

• プロジェクトにより、誘発された開発交通に発生する便益を計測する。
• 当該プロジェクトの経済費用及び便益を比較評価する。
• 当該プロジェクトが有料道路の場合は、財務分析を行う。
• 将来の仮定条件を変更して、経済･財務分析結果の感度分析を行う。
上記手順の数ステップについては、すでに議論済みなため、以下、まだ議論の

なされていない項目について取り上げます。

4.7.2 プロジェクトの便益（Benefits）

道路プロジェクトのもたらす主な便益としては、自動車交通についての、車

両走行費用、旅行時間、交通事故の節約・低減による便益が上げられます。その

他にも、貨物車両の旅行時間節約、貨物車両旅行信頼性の向上、非自動車交通の

便益等が考えられますが、いずれも便益そのものが小さいか、もしくは計測が

困難なものです。また、間接的な便益としては、病院･文化施設・公共施設への

アクセスの向上、雇用機会･所得の上昇等が考えられますが、これらについては、

計量せず、記述だけに済ますことが通常です。

（1） 車両走行費用の節約

車両走行費用（VOC）の節約が、容易に計測可能であり、また一番大

きな比重を占めます。車両走行費用（VOC）の節約には、通常、燃料、潤

滑油、タイヤの損耗、維持修理費、車両の原価償却等が含まれます。

VOCの節約は、道路線形（勾配、平面縦断曲線、横断勾配）、道路路面状

況、運転行動、交通管理状況の諸要因と密接に関連しております。
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各リンク上の交通（通常交通、開発交通を含む）の車両走行費用便益

は、次の式で表示されます。

Benefit＝0.5× [（V1bC1b+V2bC1b）－（V1pC2p+V2pC2p）]

ここで：

V＝あるリンク上の交通量

C＝あるリンク上の走行費用

1＝ベースケースの交通需要（プロジェクト無し）

2＝総交通需要（プロジェクトによる開発交通を含む）

b＝ベースケースのネットワーク

p＝プロジェクトケースのネットワーク

この式を使用するには、次の4つの交通量配分表を準備しておく必

要があります。

• ベースケースの交通需要をベースケースのネットワークに配分し
た表

• ベースケースの交通需要をプロジェクトケースのネットワークに
配分した表

• 総交通需要をベースケースのネットワークに配分した表
• 総交通需要をプロジェクトケースのネットワークに配分した表

（2） 旅行時間の節約

時間は価値を有しており、交通プロジェクトでは旅行時間の節約は

重要な便益と考えられます。節約時間の価値は、消費者がその対価と

して喜んで支払う用意のある、より迅速なサービス、費用に対しての

需要と関わりがあります。節約時間の価値は、旅行の目的により、異

なります。業務上の旅行は、必要経費を差し引いた最終成果品の価値

でその評価がなされ、行楽目的の旅行では、行楽時間に個人がどの程

度支払う用意があるかにかかってきます。商品配達のための旅行では、

また別の価値判断が必要とされます。

節約時間を適切に価値付けする現実的な手法は、次のステップを踏

んでなされます。

• 少なくとも、業務時間の節約時間と、行楽を目的とした旅行の節約
時間は個々に計測する。

• 他に適切なデータが無い限り、業務時間の時間価値は都市の平均賃
金と諸手当を含んだ費用を基本にする。

• 他に特別に理由が無い限り、非業務（勤務）時間の価値は、大人につ
いては業務（勤務）時間価値の30%を、子供については15%と仮定

して計測する。
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（3） 交通事故低減による便益

既存の道路に並行して道路が新設されると、交通量が旧道、新設道

路に分散されることにより、旧道での混雑が緩和され、通常、交通事故

件数･事故率は減少します。また、上下分離された高速道路の事故率も

一般道と比較して、通常、低く、安全な道路となる場合がほとんどです。

しかしながら、高速道路上での事故は、その被害程度が大きく、また死

亡事故の率も増加することが良く知られており、交通事故低減による

便益の計測については、事故率の低減（旧道、新設道路の合計）と、単位

事故あたりの被害額を勘案して行います。

事故による被害･損失としては、車両・道路施設の物理的破損、被害

者の医療費、被害者の生産機会の損失、運転者・通行人・第三者への生

物学的損害等が上げられます。車両・道路施設の物理的破損、及び被

害者の医療費については、比較的、容易に当該国での実績例に基づき、

計測が可能です。しかしながら、被害者の生産機会の損失、及び運転

者・通行人・第三者への生物学的損害（特に事故死亡者）については、

国により、その計測が困難であります。中国のフィージビリティ・ス

タディで使われている、道路種類別事故率及び被害額を参考例として、

表4.2に示します。

表4.2　道路種類別事故率及び被害額（中国の例）

道路種別 事故率：件 /億台 km 被害額（RMB/事故）

高速道路 －40＋0.005AADT 12,000

国道（4車線） 37＋0.003AADT 9,000

県道（2車線） 133＋0.007AADT 6,000

出典：Table E4.1, page E21, Rust PPK. Australia Feasibility Study Report, May 1996
注1： AADT　年平均日交通量
注2： RMB　元（1元＝約13円、2004年2月現在）

4.7.3 評価対象期間
経済評価の対象期間としては、通常20年間を想定します。それ以上の長い期

間の場合、プロジェクト完成20年以降の交通量予測については、その精度が極

めて低下するとともに、便益の現在価値への割引過程で、期間が経過すると、ほ

ぼゼロに近づき、総便益は増加しなくなります。

しかし、評価対象期間以降もプロジェクトの資産価値は継続するため、資産

の残存価値を評価対象期間の最後の年にマイナス費用として、所要費用の半額

を計上します。ただし、20年後の価値を割り引いて現在価値に修正するとほぼ
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ゼロに近い数字になります。

4.7.4 プロジェクトの費用（Costs）

経済評価を行う上で、評価対象期間内の各年における費用（Costs：工事期間

中の建設費及び供用中の維持管理費）の算定が必要となります。費用の見積り

は、ベースケース、プロジェクトケースのそれぞれについて行われ、評価対象期

間の最初の数年間に、工事に要する費用が発生し、工事竣工後の供用期間中に

は、維持管理費用が発生します。

経済評価では、費用はインフレーションの影響を排除し、コンスタントな費

用で計測します。従って、評価モデルでは、基準年（Base year）を設定し、その

基準年における換算値で、建設費、維持管理費を算定します。

建設費、維持管理費の積算は当初、財務価格（financial costs：市場価格とも

言う）を用いて行いますが、経済評価では、これを経済価格（economic costs）

に換算して費用として計上します。経済価格は大まかに言って、財務価格から

予備費、税金、租税諸費用を差引いた価格です。日本等の先進国では、考慮する

必要はありませんが、発展途上国では、政府発表の公式の為替レートと実際に

市場で使われているレートに差があるのが普通ですので、輸入品目に対し、こ

の影響を修正する必要があります。（これをシャドープライスを修正すると言

います）

4.7.5 経済評価
経済評価は、プロジェクト実施に伴って生じる評価期間中の各年における費

用と便益を比較して行います。評価結果は次の3指標で計測します。

a） 経済内部収益率（Economic Internal Rate of Return: EIRR）：総便

益の現在価値と総費用の現在価値が等しくなる割引率を言い、その率

の高さでプロジェクトの優位性を評価する。

b） 純現在価値（Net Present Value: NPV）：総便益の現在価値と総費用

の現在価値との差を言い、その額の大きさでプロジェクトの優位性を

評価する。

c） 便益費用比率（Benefit/Cost ratio: BCR）：総便益の現在価値を総費

用の現在価値で除した比率を言い、その比率の大きさでプロジェクト

の優位性を評価する。

経済評価結果はコンピューターモデルで上記3指標について同時に計測され、

どの指標を用いて、評価してもかまいませんが、世界銀行の審査過程では、通常、

経済内部収益率を基に議論をします。
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（1） 経済内部収益率

経済評価の対象期間は20年と長期なため、プロジェクトにより生

じる将来の便益、費用は、一定の割引率を用いて現在価値に換算する

必要があります。
 現在価値Pのn年後の価値（F）は、複利で計算すると、F＝P（1+ i）nと表されます。（ここで

iは利子率）。従って、式を入れ替えて、n年後の価値（F）を現在価値に換算するとP＝F/
（1+ i）nとなります。（ここでiは割引率と呼ばれます）

総便益の現在価値と総費用の現在価値が等しくなる割引率を“内部

収益率”と言いますが、別の言い方をすればNPVがゼロということで

あり、また、BCRが1ということでもあります。

中国安徽省道路プロジェクトの経済評価の例を表4.3に示します。

上記例から、次の事が言えます。

1） 事業費は39.89億元（日本円で約520億円）と想定している。

2） 事業完成後、10, 11年目に通常の維持管理作業・業務の他に、

改修工事〔オーバーレイ〕を計画、想定している。

3） 便益としては、通常交通及び開発交通の車両走行費用の節約、

旧道における混雑緩和による旅行時間の節約、交通事故低減に

よる節約を計測している。

4） 内部収益率（EIRR）は20.7%である。

5） NPV（12%の割引率で）は33.21億元（日本円で約432億円）で 

ある。

6） 更に、種々の仮定条件を設定して、感度分析を行っている。

（2） 経済内部収益率の評価

経済評価の結果、経済内部収益率が算定され、その数値をどのよう

に評価すれば良いのでしょうか。その評価基準は、国により、更に道

路の種類（高速道路、国道、地方道路等）、また、工種（新設、改修、単な

るオーバーレイ）にもよります。例えば、地方道路の改良工事（簡易舗

装を実施するだけ）を行うプロジェクトのEIRRは、工費があまり掛か

らない割に、走行速度が上る結果、便益が大きくなり、30-40%という

ケースが多く見られます。一方、工費の高い高速道路のプロジェクト

では、対象地域が山岳地帯ともなると、9-10%という低いケースも生

じます。
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表4.3　経済評価例（中国安徽省道路プロジェクト）

Economic Evaluation And Sensitivity Analysis（The Total Highway）
（million Yuan）

Base Case -------------------------- Sensitivity Analysis ------------------------
Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5

---------------------------------------- Benefits ---------------------------------------- Cost Delay
Cost VOC Gener- Reduced Reduced Net Without Total Total （＋20%） One
Road Sav- ated Congest Accid Benefit Generated Cost Benefits Benefits Year

Year Capital Maint. Total ings Traffic -tion -ents Total Flow Traffic （＋20%） （－20%） （－20%）（to 2008）

Total Anhui Expressway Project II
2001 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
2002 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
2003 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
2004 714.19 714.19 （714.19） （714.19） （857.03） （714.19） （857.03） （714.19）
2005 1,280.52 1,280.52 （1,280.52）（1,536.62）（1,280.52）（1,536.62）（1,280.52）
2006 1,280.52 1,280.52 （1,280.52）（1,536.62）（1,280.52）（1,536.62）（1,280.52）
2007 714.19 714.19 （714.19） （744.11） （857.03） （714.19） （857.03） （714.19）
2008 0.00 0.59 0.59 598.27 29.92 54.85 25.58 708.62 708.03 678.11 707.91 566.31 566.19 0.00
2009 0.00 0.59 0.59 645.99 32.31 69.44 27.22 774.96 774.37 742.06 774.25 619.38 619.25 774.37
2010 0.00 0.59 0.59 697.52 34.89 87.99 28.96 849.36 848.77 813.88 848.65 678.91 678.78 848.77
2011 0.59 0.59 753.17 37.67 111.59 30.81 933.24 932.65 894.98 932.53 746.00 745.88 932.65
2012 0.59 0.59 813.27 40.67 141.66 32.78 1,028.38 1,027.79 987.12 1,027.67 822.12 821.99 1,027.79
2013 0.59 0.59 878.17 43.92 179.99 34.89 1,136.97 1,136.38 1,092.46 1,136.26 908.99 908.86 1,136.38
2014 0.59 0.59 948.27 47.43 228.91 37.11 1,261.72 1,261.13 1,213.70 1,261.01 1,008.79 1,008.66 1,261.13
2015 0.59 0.59 1,023.97 51.22 291.40 39.48 1,406.07 1,405.48 1,354.26 1,405.36 1,124.26 1,124.15 1,405.48
2016 0.59 0.59 1,105.74 55.31 371.30 42.00 1,574.35 1,573.76 1,518.45 1,573.64 1,258.90 1,258.77 1,573.76
2017 /_a 38.57 38.57 1,194.05 59.71 473.58 44.70 1,772.03 1,733.46 1,673.75 1,725.75 1,379.06 1,371.33 1,733.46
2018 /_a 38.57 38.57 1,257.83 62.89 498.30 46.53 1,865.55 1,826.98 1,764.09 1,819.27 1,453.87 1,446.16 1,826.98
2019 0.59 0.59 1,325.04 66.26 524.36 48.45 1,964.11 1,963.52 1,897.26 1,963.40 1,570.70 1,570.58 1,963.52
2020 0.59 0.59 1,395.84 69.81 551.86 50.44 2,067.95 2,067.36 1,997.55 2,067.24 1,653.77 1,653.65 2,067.36
2021 0.59 0.59 1,470.44 73.54 580.87 52.51 2,177.36 2,176.77 2,103.23 2,176.65 1,741.30 1,741.18 2,176.77
2022 0.59 0.59 1,549.02 77.47 611.49 54.67 2,292.65 2,292.06 2,214.59 2,291.94 1,833.54 1,833.41 2,292.06
2023 0.59 0.59 1,631.81 81.61 643.81 56.92 2,414.15 2,413.56 2,331.95 2,413.44 1,930.73 1,930.61 2,413.56
2024 0.59 0.59 1,719.03 85.97 677.93 59.26 2,542.19 2,541.60 2,455.63 2,541.48 2,033.16 2,033.05 2,541.60
2025 0.59 0.59 1,810.92 90.56 713.95 61.69 2,677.12 2,676.53 2,585.97 2,676.41 2,141.10 2,140.99 2,676.53
2026 0.59 0.59 1,907.74 95.40 751.99 64.22 2,819.35 2,818.76 2,585.97 2,676.41 2,112.65 2,112.55 2,676.53
2027 0.59 0.59 2,009.73 100.49 792.18 66.85 2,969.25 2,968.66 2,585.97 2,676.41 2,082.68 2,082.56 2,676.53

Total 3,989.4 EIRR＝ 20.7% 20.1% 18.3% 17.8% 15.6% 19.3%
NVP（12%）＝ 3,320.6 3,039.5 2,682.6 2,018.5 1,410.2 2,889.1
First Year Return＝ 13.3%

Source: World Bank, 2003, Project Appraisal Document for Second Anhui Highway Project , World Bank, Washington, D.C.
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世界銀行の融資プロジェクトでは、幹線道路のプロジェクトに対し

ては、一応、経済内部収益率12%以上をフィージブルと判断します。

しかしながら、公共性の高い道路プロジェクトの場合は、必ずしも、経

済内部収益率の数字だけにとらわれず、当該道路が対象地域の道路網

形成のために欠くことのできないリンクだという理由等があれば、極

端に数値が小さくない限り、認められます。フィージビリティ・スタ

ディの手順（図4.1）に示したように、国 /地方自治体の政策､あるいは

地方部の社会性（貧困緩和、過疎対策等）への考慮も重要な判断基準と

なります。地方部の農村道路プロジェクトでは、経済内部収益率が

9%でも十分と言えるケースもあります。

（3） 感度分析

経済評価は、建設費、将来交通量、車両走行費用等を含め、これらに

ついての見積り値、予測値に基づいて行われます。従って、評価結果

には、これらの見積り値、予測値に起因する、不確実性・精度の問題が

残ります。予備設計段階での図面及び数量表に基づく工費・建設費の

見積りの精度は、±10-15%程度の誤差を有しています。また、道路

供用後の事後評価調査結果では、交通量予測についても、供用後の実

績交通量を予測交通量と比較し、殆どの場合、20-30%過大に予測さ

れていることが明らかになっています。

従って、このような不確実性を考慮し、費用､便益が異なった（増

減）ケースでは、経済評価の結果にどのような影響を及ばすか、事前に

認知しておく必要があります。感度分析を行うことにより、推奨案の

確実性が明確になるとともに、どの要因がマイナスならプロジェクト

にリスクが生じるのかが明らかになり、事前にリスクに対処する処置

が容易となります。表4.3の経済評価の例の中に、工費が20%増加さ

れた場合のケース、便益が20%減少した場合のケース等、5つのケー

スを想定し、その感度分析結果が示してあります。

通常のフィージビリティ・スタディでは、種々のケースを想定した

感度分析を実施することで、経済評価を終わらせていますが、世界銀

行の審査過程では、更に、それぞれの想定ケースの発生確率をMonte 

Carloシミレーションモデル等を用い、検証しています。（詳細につい

て はWB: Handbook on Economic Analysis of Investment 

Operation参照の事）
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4.8 財務分析
4.8.1 財務評価手順
財務分析の目的は、事業計画案実施に際して、財務調査結果を基に、事業実施

機関の財務負担能力、資金運用能力、及び金融機関からの借り入れの現状等を

分析し、プロジェクトに必要な資金を、どのような財源から、どのように手当て

するのかを検証することです。資金を一部、金融機関からの融資に頼るとすれ

ば、借入条件（通貨の種類、金利、手数料、据置期間、返済期間等）についても十

分な検討が必要となります。

道路プロジェクトを無料の一般道路として計画する場合は、その事業実施機

関は国あるいは地方自治体と考えられるので、所要資金は税収入からまかなわ

れるはずです。従って、このケースの財務分析としては、当該国もしくは地方自

治体の現在・将来の税収入、負債状況を分析し、プロジェクトの建設資金及び供

用後の維持管理費を負担する能力があるか、もし借り入れで賄うとすれば、そ

の借入金の返済能力を有しているか、分析する必要があります。場合によって

は、燃料税の導入等、税制の変革を提唱することも必要となります。

世界銀行等の国際金融機関がプロジェクトに融資（ローンの場合）する場合

には、所要資金の内、外貨で賄われると考えられる外貨部分に対して、融資を行

うということが原則となっています。通常、その融資比率は約30-40%を目ど

にしており､最高でも50%以下となっています。従って、借り入れ事業機関は、

少なくとも、この借入資金を事業からの料金収入から当てようと計画します。

残りの所要資金については、国からの補助金、及び自己調達金（国内のローン、

あるいは税金）で賄います。

国際金融機関からの借入金が料金収入で返済される予定の計画では、金融機

関は想定している有料料金に基づく料金収入で、ローンの返済金、建設費及び

維持管理費を賄えるのか検討します。

フィージビリティ・スタディで行う財務評価は、料金収入（Revenue）から、

維持管理費用及び税金を差し引いた純益（Net Profit）と事業費を比較して、財

務内部収益率を算定し、評価を行います。ある有料道路プロジェクトの収支計

算書を表4.4に、また、財務内部収益率算定の例を表4.5に示します。表4.4　

収支計算書の中で、供用開始2年後2008年の料金収入は3.73億元（日本円で約

48億円）、維持管理費が1.57億元（日本円で約20億円）、税金が0.54億元（日本

円で約7億円）、世界銀行へのローン返済金が0.92億元（日本円で約12億円）で

純益は税引き後0.68億元（日本円で約9億円）であったことがわかります。表

4.5　財務内部収益率算定の例で、Costは国内金融機関からの借り入れ、及び

調達金（Local）と世界銀行（IBRD）からの借入金を示しています。Cost合計の
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37.51億元の数字が経済評価で使用した39.89億元と異なっているのは、シャ

ドープライスを考慮し、財務価格に修正していることによります。

表4.5　財務内部収益率算定の例から言えることは、財務内部収益率は1.3%

であったということです。また、工事完成が遅れて供用開始が一年ずれた場合

の財務内部収益率は1.1%です。財務内部収益率1.3%という数字は有料道路事

業としては極めて低い数字です。この例で、内部収益率の低い理由は、プロ

ジェクトが山岳地帯に位置し、工費が高くなったこと、また、通行料金が地方政

府の方針として低く抑えられた理由によります。
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表4.4　有料道路プロジェクトの収支計算書（例）

Anhui  Highway II Project

Income Statement- TTE
Year Ending 31 December （million Yuan）

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

Traffic（million veh-km）/1 395.02 409.35 424.29 439.81 456.01 472.83 490.33 508.54 527.46 547.16 567.67

Revenue
Tolls 359.86 372.63 385.91 399.69 414.08 494.39 512.29 530.86 550.10 570.15 680.48
Others - - - - - - - - - - -
Total 359.86 372.63 385.91 399.69 414.08 494.39 512.29 530.86 55.010 570.15 680.48

Operating Taxes
Business tax 17.99 18.63 19.30 19.98 20.70 24.72 25.61 26.54 27.51 28.15 34.02
City tax 1.26 1.30 1.35 1.40 1.45 1.73 1.79 1.86 1.93 2.00 2.38
Education levy 0.54 0.56 0.58 0.60 0.62 0.74 0.77 0.80 0.83 0.86 1.02
 Total 19.79 20.49 21.23 21.98 22.77 27.19 28.17 29.20 30.27 31.37 37.42

Net Revenue 340.07 352.14 264.68 377.71 391.31 467.20 484.12 501.66 519.83 538.78 643.06
Operating Costs

Wages and benefits 6.00 6.30 6.62 6.95 7.30 7.67 8.05 8.45 8.87 9.31 9.78
Maintenance 5.81 6.09 6.40 6.72 51.89 7.41 7.78 8.17 8.58 117.13 9.46
Operating materials and supplies 33.22 34.88 36.62 38.46 40.38 42.40 44.52 46.74 49.08 51.53 54.11
Administration & management 3.60 3.78 3.97 4.17 4.38 4.60 4.83 5.07 5.32 5.59 5.87
Others /2 5.58 5.85 6.15 6.45 6.78 7.12 7.47 7.84 8.24 8.65 9.08
Total working costs  54.21 56.90 59.76 62.75 110.73 69.20 72.65 76.27 80.09 192.21 88.30
 Depreciation 100.07 100.07 100.07 100.07 100.42 100.47 100.52 100.58 100.63 101.41 101.48
Total operating costs 154.28 156.97 159.83 162.82 211.15 169.67 173.17 176.85 180.72 293.62 189.78

Operating Profit 185.79 195.17 204.85 214.89 180.16 297.53 310.95 324.81 339.11 245.16 453.28
Financial charges: IBRD - 92.20 87.84 83.27 78.46 73.41 68.10 62.53 56.67 50.52 44.05
  Local Bank - - - - - - - - - - -
Other income (expenses) - - （13.38） （13.38） （13.38） （13.38） （13.38） （13.38） （13.38） （13.38） （13.38）

Profit Before Taxes 185.79 102.97 103.63 118.24 88.32 210.74 229.47 248.90 269.06 181.26 395.85
Income tax 61.31 33.98 34.20 39.02 29.15 69.54 75.73 82.14 88.79 59.82 130.63

Net Profit After Taxes 124.48 68.99 69.43 79.22 59.17 141.20 153.74 166.76 180.27 121.44 265.22

Working ratio 16 16 16 17 28 15 15 15 15 36 14
Operating ratio 45 45 44 43 54 36 36 35 35 54 30
Rate of return on average net fixed assets 4.3 2.4 2.5 2.9 2.3 5.6 6.4 7.2 8.1 5.7 13.1

/1: The highway will be opened to traffic on October 2007.
/2: Others: Including highway research, studies and miscellaneous.

Source: World Bank, 2003, Project Appraisal Document for Second Anhui Highway Project , World Bank, Washington, D.C.
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表4.5　財務内部収益率算定例

Financial Rate of Return （million Yuan）

Cost Net cash One year
Local IBRD Total Benefits flow delay

2004 337.66 333.88 671.54 （671.54） （671.54）
2005 605.40 598.62 1,204.02 （1,204.02） （1,204.02）
2006 605.40 598.62 1,204.02 （1,204.02） （1,204.02）
2007 337.64 333.88 671.52 （671.52） （671.52）
2008 0.00 0.00 0.00 124.48 124.48 0.00
2009 68.99 68.99 68.99
2010 69.43 69.43 69.43
2011 79.22 79.22 79.22
2012 59.17 59.17 59.17
2013 141.20 141.20 141.20
2014 153.74 153.74 153.74
2015 166.76 166.76 166.76
2016 180.27 180.27 180.27
2017 121.44 121.44 121.44
2018 265.22 265.22 265.22
2019 275.81 275.81 275.81
2020 286.77 286.77 286.77
2021 298.01 298.01 298.01
2022 260.37 260.37 260.37
2023 393.32 393.32 393.32
2024 405.60 405.60 405.60
2025 422.61 422.61 422.61
2026 430.78 430.78 430.78
2007 320.23 320.23 320.23

Total 1,886.10 1,865.00 3,751.10 4,523.42 772.32 674.84

FIRR 1.3% 1.1%
NVP（5.0%） （1,390.1） （1,492.6）

Source: World Bank, 2003, Project Appraisal Document for Second Anhui Highway  
 Project ,  World Bank, Washington, D.C.



55

フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
・
ス
タ
デ
ィ
（
道
路
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
例
）

4

4.8.2 通行料金
有料道路の場合、料金徴収の本来の目的は、当該道路の資金調達費、建設費、

維持管理費を賄うことだと言えます。また、一方で、通行料金は道路利用者の受

けるサービスの価値、利用者の支払い能力、鉄道料金とのバランス等も考量し

て決めるのが本来の姿です。

しかし一般的に言って、発展途上国での有料道路の通行料金は、所得水準を

考えるとかなり高めに設定されており、中国における平均的な通行料金は小型

乗用車で0.41元（US$0.05）台 kmであり、一方、米国ヴァージニア州ダラスグ

リーンウェイの通行料金もUS$0.05（1999年）で、両国の所得差（1999年米国

のGNP per Capita: US$30,600；中国のGNP per Capita: US$780）を考え

ると、中国の料金が異常に高いのが明らかです。（出典：Kawabata, Y., 2002, 

An Assessment of  the Methodology for  Under tak ing Highway 

Feasibility Studies in Chin and Proposals for its Review（Doctoral 

dissertation）, Tokyo）通行料金が高いため、一般道路からの新設有料道路への

転換交通が予想以上に低く、有料道路利用者数がフィージビリティ・スタディ

で予測した数に比べ、かなり下回っているのが現状です。このような状況は何

も途上国だけに限らず、日本でも東京湾横断道路などで同様な結果となってい

ます。その他にも、有料事業として計画された日本の本四架橋、スェーデンとデ

ンマークを結ぶマルモ･コペンハーゲン橋の実績交通量が予測交通と比較し、

かなり下回っており、有料の場合の交通量予測の難しさを示していると言えま

す。有料の場合の料金レベルと転換率の関係については、理論式の確立と、実証

値の検証に基づく経験則の構築をさらに追求する必要があります。

4.9 総合評価
フィージビリティ・スタディでは調査の最終段階として、代替案を含む調査

対象計画案について、技術面、社会面、経済面、財務面から検討した結果を明示

し、各分野の検討結果を集約して、総合的な評価を行います。ここまでの、狭義

の意味でのフィージビリティ・スタディは、フィージビリティ・スタディの手

法・手順に則り、純技術的に分析・評価が可能となっています。総合評価過程で、

選定された推奨案については、さらに、詳細に環境影響、住民移転用地補償の面

での調査が実施され、これらの報告書とともに、国際金融機関に提出され、プロ

ジェクトの審査を受けます。

国際金融機関の場合、例え、プロジェクトが経済財務的にフィージブルとい

う結論を有したプロジェクトであっても、貴重な文化遺跡・植生を破壊するよ

うなプロジェクト、あるいは非常に多くの住民移転を伴うプロジェクト、ある
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いは民間事業として成立し得るプロジェクト等については、特に慎重に審査を

行い、融資の正当性が認められない場合は、中止となります。

世界銀行融資道路プロジェクトのために作成されたフィージビリティ・スタ

ディ報告書の目次を、参考にAnnex 5に添付します。
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面の検証

5

最近の世界銀行の審査過程では、従来のプロジェクト実施に伴う環境への影

響、住民移転に関する審査に止まらず、他の社会的な面に影響を及ぼす事項に

ついても、審査が厳しくなりました。このような社会的に影響を及ぼす要因を

総称してセーフガードと呼びます。このようなセーフガードに対処するために

次の政策要綱が定められています。

Policy Triggered

Environmental Assessment（OP 4.01, BP 4.01, GP 4.01） Yes

Natural Habitats（OP 4.04, BP 4.04, GP 4.04） No

Forestry（OP 4.36, GP 4.36） No

Pest Management（OP 4.09） No

Cultural Property（OPN 11.03） Yes

Indigenous Peoples（OD 4.20） No

Involuntary Resettlement（OP/BP 4.12） Yes

Safety of Dams（OP 4.37, BP 4.37） No

Projects in International Waters（OP 7.50, BP 7.50, GP 7.50） No

Projects in Disputed Areas（OP 7.60, BP 7.60, GP 7.60）* No

Note: OP: Operational Policies of  the World Bank　BP: Bank Procedures
   GP: Good Practices　OD: Operational Directives
   OPN: Operational Policy Note

プロジェクトの範囲・内容（Scope）がある程度、明確になった段階で、上記

セーフガード項目のどの項目についての審査が必要か、世界銀行内部のセーフ

ガード委員会で決定されます。上記の例では、環境、文化財、移住移転について

の審査が、必要と判定されたケースです。

次節では、道路プロジェクトの計画段階で標準的に実施される、環境評価と

移住移転について概説します。

5.1 環境評価
5.1.1 環境評価の種別
世界銀行の融資を受けようとするプロジェクトについては、環境評価

（Environmental assessment: EA）の実施が義務付けられています。EAを通

して当該プロジェクトが環境面について十分に配慮し、持続可能であることを、

確認することになります。また、EAに関する報告書は、融資審査の重要な判断

資料となり、自然環境（大気、水、土地）、人類の健康・安全、社会的要因（移住移

転、少数民族、文化財）、及び領域のまたがる地球規模の環境問題について検討
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を行います。

環境評価の実行、報告書の作成については、ローン借入人の責任で行い、環境

評価報告書は世界銀行の審査・承認を受ける必要があります。また、世界銀行

規程によるカテゴリー Aのプロジェクトについては、事業執行機関と関連の無

い、独立したEA専門家・機関により実施されることが定められています。

プロジェクトの内容、規模により、世界銀行の審査を受けるための環境に関

する文書・報告書は異なり、環境関連の報告書には次の4種類があります。

• 環境影響評価（Environmental impact assessment: EIA）

• 部門環境評価（Sectoral EA）

• 環境監査、リスク評価（Environmental audit, hazard or risk assessment）

• 環境管理計画（Environmental management plan: EMP）

従って、EAという時には、プロジェクトにより、上記4報告書のうち、1つも

しくは複数の報告書を意味します。

上記4報告書の内、どの報告書の提出を求めるかは、プロジェクトの種別、規

模、場所、重要度（sensitivity）、潜在環境影響の性質・規模を勘案して、プロ

ジェクトが次の4分類のどのカテゴリーに属するかを選定した上で、決定し 

ます。

• Category A：重大な悪影響を及ぼす可能性のあるプロジェクト。EAでは

当該プロジェクトのプラス・マイナスの影響を分析、代替案のそれぞれに

ついて比較検討を行い、悪影響を及ばす点については、保護、低減、緩和、

補償に必要な対策案を提唱。ローン借入人は、EIA及び EMPの作成、提出

が求められる。幹線道路の新設プロジェクトはこの分類に所属。　

• Category B：人類、環境的に重要な地域への悪影響がカテゴリー Aほど大

きく無いプロジェクトに適用。悪影響は地域に限定され、その環境対策が

容易に計画・実施可能。通常、EIAもしくはSectoral EAで済まされること

が多い。

• Category C：環境への影響がほぼゼロに近いプロジェクト

• Category FI：世界銀行の融資が間接的に流用され、悪影響が想定される

プロジェクト

5.1.2 環境影響評価（Environmental impact assessment: EIA）

カテゴリー Aの環境評価報告書（EA report）は通常、環境影響評価

（Environmental impact assessment: EIA）を意味します。EIAには次の項目

が含まれます。（世界銀行OP4.01 Annex B 要約）

1） 総要約（Executive summary）：需要な解析結果及び推奨事項を簡潔

に記した要約
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2） 政策、法務、行政管理のフレームワーク（Policy, legal, and administrative 

framework）：環境評価対象地域の政策、法制、行政管理のフレームワー

クについて議論。

3） プロジェクト概要（Project description）：当該プロジェクトについ

て、その概要を記述。プロジェクト対象地域の地理学的、生態学的、社

会的、及び一般社会的な面についても議論を行う。また、移住移転計

画もしくは少数民族開発計画の必要性の有無について、明確化。

4） 基礎資料（Baseline data）：調査対象地域の特徴・特性を評価すると

ともに、地域の自然、生物学的、社会経済的状況について記述。また、

プロジェクトにより、変化が予想される事項について列挙。プロジェ

クトに直接関係が無くても、調査対象地域内の既存及び将来開発計

画・事業については記述。プロジェクトの位置、計画、将来の運用、緩

和措置の決定に影響を及ぼすデータは必ず含め、データについては、

精度、信頼度、情報源を記載。

5） 環境への影響（Environmental impacts）：プロジェクトのもたらす

プラス・マイナスの影響を予測評価し、出来る限り、計量化して数値

で表示。影響への対応措置、及び措置を実施しても対応不可能な事項

を明確化。環境改善につながる事項に関しても記載。入手資料の精度

及び適用範囲、欠損している主要資料、及び予測に関する不確定要素

についても明示。

6） 比較案の分析（Analysis of alternatives）：各代替案を次の面で比

較検討：予想される環境影響項目・規模；環境影響に対する対応措置

の可能性；対応策に要する諸費用；地元条件下の持続可能性（対応策

の）、対策に必要な組織体制、訓練及びモニタリング。各比較案につい

ては、環境影響を出来るだけ計量化し、可能なら経済評価を実施。推

奨案選定の根拠を明示。

7） 環境管理計画（Environmental management plan: EMP）：軽減対

応措置、モニタリング、組織体制強化について記載。（時節で議論）

8） 添付資料（Appendixes）：

i） 環境境評価報告書作成従事者リスト

ii） 参考文献

iii） 関連機関、地元住民との協議の会議議事録

iv） 本文で要約参照した表、図

世界銀行融資道路プロジェクトのために作成されたEIAの目次を、参考に

Annex 6に添付します。
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5.1.3 環境管理計画（Environmental management plan: EMP）

環境管理計画（EMP）は、環境・社会上、ネガティブな影響を削減、低減するた

めに事業実施中、及び事業完成後供用中に実施すべき対策処置、モニタリング、

組織体制改善について、記述します。EMPは更に、これらの対策を実施するた

めに必要な、具体的な行動計画を明確にします。EMPは、カテゴリー Aのプロ

ジェクトのための環境評価報告書の中では、重要な文書であり、世界銀行の施

工監理ミッションは、現地視察中に、EMPに規定されている事項を遵守してい

るかを確認、もし不履行が発見されると、すぐにその改善対策を求めます。

EMPには次の項目が含まれるます。（世界銀行OP4.01 Annex C要約）

（1） 軽減対策（Mitigation）

EMPは、重大な環境への影響を許容範囲内まで低減するために必要

な実行可能、かつ、もっとも経済的な対策を選択、確定します。もし、

軽減対策が実行不可能、非経済的、あるいは不十分と判断される場合

には、補償対策についても記します。EMPは：

1） 総ての予想される重大な環境へのマイナス事項を確定し、その問

題点を要約記述します。（少数民族もしくは移住移転に関する事

項を含めて）

2） 技術仕様とともに、各軽減措置について、影響の種類、対策を必要

とする状況（常時、もしくは最悪時の）についての記述を含めて、

詳述します。必要に応じて、設計仕様、所要機械、運用手順につい

ても記します。

3） 軽減措置の効果についても想定します。

4） 他の軽減対策計画書（移住移転、少数民族、文化財の計画書）と整

合を取り、軽減対策を提案します。

（2） モニタリング（Monitoring）

事業実施中の環境モニタリングでは、プロジェクトの環境への影響

及び提案された軽減対策の効果が明らかとなります。モニタリングの

結果は、軽減対策が有効であったか、またもし有効でないとされる場

合には、どのような改善措置が必要であるかを明らかにします。従っ

て、EMPでは、モニタリングの目的を明確にするとともに、EA報告書

で取り上げた影響及びEMPで提唱された軽減措置に関連付けて、モ

ニタリングの項目･種類を決定する必要があります。EMPでは次の項

目について記述します。

1） モニタリング計測についての、特記事項及び技術仕様（計測され

るパラメーター、手法、計測位置、計測の回数、対策の修正変更を

要する許容範囲）
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2） モニタリング及び報告の手順

（3） 組織体制改善・強化（Capacity Development and Training）

プロジェクトの環境分野及び軽減措置を計画通りに実行するため、

EMPでは、事業執行機関で、あるいは現場で環境を担当する部署の存

在、主管事務、行政能力についても触れる事になります。EMPではま

た、必要に応じて担当部署の強化、担当者のトレーニングについても、

記述を行います。軽減措置の実施状況をモニターする主管部署の人員

配置、組織については、特にその詳細な記述が求められます。また、主

管部署の環境行政能力の強化を図るため、EMPでは、必要な技術援助

（調査、トレーニング）、モニタリング機器の購入、組織変更についても、

触れます。

（4） 実施計画及び概算費用

上記3項目（軽減対策、モニタリング、組織体制改善・強化）について、

EMPでは次の事項を記載します：i）プロジェクトの一環として、実施

すべき対策・措置についての実施計画書（工程）；ii）対策工事費及び運

用管理費並びにEMP実施に伴う財源措置。対策工事費及び運用管理

費を含む費用については、プロジェクトの事業費に含める。

世界銀行融資道路プロジェクトのために作成されたEMPの目次を、

参考にAnnex 7に添付します。

5.2 移住移転（Involuntary resettlement）

5.2.1 移住移転に関する世界銀行の基本方針
移住移転に関する世界銀行の基本方針は：

1） 本人の意思に拠らない移住移転については、プロジェクトの計画を変

更する等により、出来る限り避けるようにし、避けられない場合には、

最小限にとどめるように努力する。

2） 移住移転が避けられない場合、移住移転作業は、持続可能な開発計画

の下、実施する事とし、プロジェクトにより移転を余儀なくされた

人々が、プロジェクトの恩恵を享受できるよう、十分な補償をする。

3） 移転を余儀なくされた人々が、プロジェクト開始前のレベル、もしく

は平均的なレベルのどちらか高いレベルまで、生活環境及び生活水準

を改善、もしくはそれ以上の状態に復旧出来るように援助を行う。

5.2.2 考慮されるべき影響
世界銀行の方針は、世界銀行融資のプロジェクト及び次の事由に起因する、
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直接的な経済・社会的な影響に適用されます。

1） 次の結果をもたらす、本人の意思に拠らない土地の収用

• 家屋の移転もしくは損失
• 資産もしくは資産へのアクセスの損失
• 移転住民が他の土地に移動するかどうかにかかわらず、収入もしくは
生活手段の損失

2） 法的に指定された公園もしくは保護区への立ち入り規制（移転住民の

生活環境への重大な影響）

上記1）土地収用に伴う問題に対処するために、ローン借入人は次の項目を含む

移住移転行動計画（Resettlement Action Plan: RAP）を作成し、世界銀行の審

査・承認を受けます。

5.2.3 移住移転行動計画（Resettlement Action Plan: RAP）

RAPの記述内容・詳細度は移住移転の規模、形態種類により異なります。

RAPは：i））予想される移住移転内容、及び移転を余儀なくされる人々、あるい

は他に大きな影響を被る団体への影響；及び ii）移住移転に関わる法律問題に

関する最新の信頼性の高い資料データに基づき、作成されます。RAPは次の項

目を網羅します。（世界銀行OP4.12 Annex A要約）

（1） プロジェクト概要（Project description）

 当該プロジェクトの概要及びプロジェクト範囲の確認

（2） 予想しうる影響（Potential impacts）

a） 移住移転を必要とするプロジェクトの部門もしくは項目の確定

b） 部門もしくは項目における影響範囲の確定

c） 移住移転を避けるべく、もしくは最少限に抑えるために考慮した

比較案の確認

（3） 目的（Objectives）

 移住移転計画の主目的

（4） 社会経済調査（Socioeconomic studies）

社会経済調査には次の項目が含まれます。

a） 国勢調査

• 影響範囲内の現人口
• 移転家族の標準的な特徴･特性（収入源、世帯構成、勤労者数）、及び
移転住民の暮らし並びに生活水準に関する現況のデータ

• 移転家族の資産状況、予想損失額、移転規模
• 特別の配慮の必要な弱小グループ及び人々に関する情報
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• 移転住民の暮らし並びに生活水準に関するデータを定期的に更新
出来る仕組み

b） その他の調査

• 土地所有権及び譲渡のシステム
• プロジェクトで影響を受ける公共インフラ・施設および社会厚生 

施設

• 移転の必要な地域の社会･文化面での特徴・特性
（5） 法的フレームワーク（Legal framework）

法的フレームワークについては、次の項目について調査を行います。

• 強制収用の適用範囲及び補償方法（資産評価方法及び支払い方法）
• 適用される法律・行政手順
• 関連法律（土地所有権､　資産・損失の評価、補償、自然資源使用権、
移転に関する慣例法、環境法及び社会厚生条例）

• 移住移転作業実施の主管官庁に関する法律・法令
• 移住移転作業を効率的に実施するために必要な法的プロセス

（6） 組織体制（Institutional framework）

組織体制については、次の項目について調査を行います。

• 移住移転作業を担当する主管官庁及びNGO（プロジェクトに関与

するなら）の確認

• 確認された主管官庁及びNGOの機構組織能力の評価

（7） 適格性（Eligibility）

“移転住民”の定義及び、補償及びその他の移転援助を受ける資格を

決定するための基準。

（8） 損失額の評価及び損失の補償（Valuation of and compensation for 

losses）

置換価格を決定するため、損失額を評価する方法。損失資産の置換

価値を算定するために必要な、地元の法令等による補償の種類及び額

（程度）に関する記述。

（9） 移住移転補償（Resettlement measures）

各カテゴリーの有資格移転住民を援助する種々の補償及びその他

の移住措置についての記述。

（10） 移住地の選択、準備及び移住（Site selection, site preparation, and 

relocation）

検討された移住候補地の選択理由には、次の項目が含まれます。

• 移住地の選定、準備に必要な組織上、技術上の計画；計画では用地
買収、転記及び予算措置に必要な期間を想定します。
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• 土地投機もしくは選択地への無資格者の流入を防ぐ措置
• 物理的に移動移住する手順（土地の準備、転記に必要な見込期間）
• 所有権転記に必要な法的措置

（11） 家屋、インフラ、社会厚生施設（Housing, infrastructure, and social 

services）

家屋、インフラ（水道､取り付け道路）、社会厚生施設（学校、保健所、

病院等）の建設・供給計画。

（12） 環境保護及び管理（Environmental protection and management）

移住地の境界・範囲についての記述。移住に伴う環境への影響及び

これらの影響を軽減処理する方法についての評価。

（13） 地元住民の参加（Community participation）

移住者及び移住者受け入れ地区住民の参画については、次の項目が

含まれます。

• 移住移転計画・実施についての移住者及び受け入れ先住民の参画・
参加政策についての記述

• 住民の意見、及びこのような意見を移住移転計画作成にいかに反映
させたかについての要約記述

• 提案された移住比較案及び移住住民の選択した案（補償・移住援助
形態の選択、個別家族・旧集落移住の一部として）についての記述

• 移転計画、移住実施中に担当官庁に住民の意見を自由に伝えられる
組織体制

（14） 受け入れ先住民との調和・統合（Integration with host populations）

受け入れ先地元住民との移住移転に伴う諸問題を軽減する措置と

しては：

• 受け入れ先地元住民及び自治体との協議 

• 移住者に提供される土地及びその他資産に対しての受け入れ先地
元への支払いを迅速に行う方法・仕組み

• 移住者、受け入れ先地元住民間に生じ得る種々の問題を処理解決す
る方法・仕組み

• 移住者に提供される諸サービスと同等もしくはそれ以上になるよ
う、受け入れ先住民へのサービス（学校、水道､　保健衛生、職場）を

改善するために必要な措置

（15） 苦情処理手順（Grievance procedures）

移住移転に伴う諸紛争に第三者機関で解決するための可能な範囲

の手順・手段

（16） 組織責任体制（Organizational responsibilities）
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移住移転実施のための組織フレームワーク

• 移住移転に伴う諸措置の実施、サービスの提供に対する主管官庁の
確認

• 移住移転実施に伴う行政間の調整をスムーズに行うための方法・仕
組み

• 移住移転を計画、実施する機関の機構組織能力を強化するために必
要な措置（技術援助を含む）

（17） 実施計画（Implementation schedule）

準備段階から実施段階までのすべての移住移転事業を含む実施計

画。計画書には移住者、受け入れ住民への恩恵が供与されるべき目標

年月日及び種々援助の完了する年月日をも記します。

（18） 費用及び予算（Costs and budget）

移住移転事業に関るすべての費用について、項目ごとに仕分けした

見積額を記した見積表。表には、インフレ及び予備費に充当すべき費

用、支出計画、支出財源、スムーズに予算を支出する方法・仕組みにつ

いても記します。

（19） モニタリング及び評価（Monitoring and evaluation）

移住移転事業の実施状況をモニターする（事業実施機関によるもの

と、第三者機関によるものの双方を含む）方法・仕組み。また、事業を

モニターするために必要な、インプット、アウトプット、アウトカム等

のモニタリング指標の設定、そして移住移転事業完了後に実施する移

住移転事業に関する事後評価を指します。

世界銀行融資道路プロジェクトのために作成されたRAPの目次を、

参考Annex 8に添付します。
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フィージビリティー調査の一環として、世界銀行の審査では、事業執行機関

の組織・行政能力についても調査を行い、不十分と判断された事項については、

その改善を勧告し、また必要に応じ、事業執行期間中にトレーニング、技術援助

（調査、外国専門家によるセミナー等）等を通じ、行政能力の強化を図るように

指導を行います。事業執行機関の調査については、特に、事業執行機関の組織・

行政能力、プロジェクト実施の監督・管理体制、工事・物品・サービスの調達・

入札業務実施体制について重点的に行います。

6.1 事業執行機関の組織・行政能力
通常、道路プロジェクトの場合、小さな国では、公共事業省等の省が、一方、

中国等の大きな国では、省レベルの交通庁、道路局等が事業執行機関となりま

す。世界銀行、アジア開発銀行等の国際金融機関の道路プロジェクトへ融資す

るローン額は大きいため（1-3億ドル）、各省庁は、自省庁内に当該プロジェク

トを担当する部局を設置するのが通常です。プロジェクト審査中、世界銀行タ

スクチームは現地で次の事項について聞き取り調査を行います。

• 交通、道路の分野を担当する省庁の全体組織（組織図、配置職員数、職務権
限）

• 交通、道路分野の全体予算計画（今期及び次期5ヵ年計画における収入、支

出計画）

• 関連他部局（知事室、計画部、財務部、外交部等）との調整・協議についての
取り決め

• 事業完成後の維持管理を担当する部局（もしくは機関）の組織及び運営 

計画

6.2 プロジェクト実施の監督・管理体制
大規模なプロジェクトを実施する場合には、通常、当該プロジェクトを担当

する部局が設置され（例えばProject  Management Office: PMO等）、その長

には本局の庁次長もしくは局長クラスの幹部が就きます。世界銀行審査チーム

はプロジェクト実施管理事務所の組織・行政能力と工事の施工管理体制を詳細

に審査し、プロジェクト実施の監督・管理が適切に行われるように指導を行い

ます。具体的には、次の項目について、調査・審査がなされます。

• プロジェクト実施管理事務所（PMO）の法的位置付け、権限、人員配置、技

術的能力（関連部局との協力体制）

• 職員の能力（学歴、職歴）及びトレーニングの必要な分野の研修計画（研修
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方法：国内、海外、外国専門家招聘、予定員数、予算、実施時期）

• プロジェクト実施管理事務所（PMO）の組織体制強化に必要な事務機器・

機械の購入計画

• 工事、物品、サービスの調達・入札業務の実施体制（自局で対応、専門業者
への委託）

• 環境・移住移転モニタリング業務（委託機関の適正）
• 施工管理業務（一部外注の場合の適正員数、外国コンサルタントの招聘、全
体組織体制、施工管理事務所、工事進捗の報告方法）

• 工事、物品購入に伴う業者への支払い、及び世界銀行ローンの引き出し・
支払いに関する事務手続き及び関連部局との担当業務分担の取り決め

6.3 工事・物品・サービスの調達・入札業務
実施体制

世界銀行融資で行われるプロジェクトに関しての工事・物品・サービスの調

達・入札は、世界銀行に出資している各国の業者に平等に機会を与えるため、原

則、国際競争入札（International Competitive Bidding: ICB）で行われる事

になっています。また出来る限り多数の外国から入札参加者を招くため、入札

のためのパッケージをあまり細分化することなく、一件当たりの契約額を大き

くするよう配慮されています。

国際入札に関しては、世界銀行規定のガイドライン及び標準入札図書により、

なおかつ、世界銀行指導の手順により実施されなければならず、入札業務は非

常に複雑で、時間を要する業務といえます。また、世界銀行融資で行われるプロ

ジェクトについては、入札業務各段階毎に、国内法・手順に基づき関連官庁より

承認を得た上で、世界銀行の承認を受ける必要があります。更に、国内法の規定

と異なる条項については、世界銀行規定のガイドライン及び標準入札図書が　

優先するなど、入札業務については幅広い専門的な知識を要します。

通常事業実施機関は、このように複雑で専門性を要する業務の場合、認可を

受けた入札業務実施専門業者に委託します。しかし、入札業務実施の全体計画、

純技術的な項目（例えば、工事、購入機械の仕様書等）については事業実施機関

の責任で準備する必要があります。従って、世界銀行審査チームは事業実施機

関及び委託入札業務実施専門業者の入札業務に関する能力審査を実施していま

す。入札を担当する要員の学歴、業務歴を審査し、世界銀行の承認を求める基準

（例えば、国内入札（National Competitive Bidding: NCB）で入札を実施して

もいい限度額 ,  各段階毎の許認可が事後認可で認められる限度額等）等を決定

します。
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事業実施機関及び委託入札業務実施専門業者の入札業務に関する能力審査の

過程では、世界銀行規定のガイドライン及び手順と国内法及び国内慣行と異な

る条項・事項を明確にし、これらを貸付合意書（Loan Agreement）に明記する

とともに、国内法の規定と異なる条項については、世界銀行規定のガイドライ

ン及び手順が優先されることも併記されます。
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調達入札業務の実施計画7

7.1 入札業務に関する能力審査
大規模プロジェクトの実施に際しては、工事、物品、サービス等の調達が発生

します。特に、国際金融機関からの融資を受けて事業を実施する際には、その調

達は、その機関加盟国の企業に公平に応札の機会を供与すべく、国際入札が原

則となっています。一方、借入国は、入札に関する国内法を有し、また、独自の

入札様式、慣行を有するケースが多く見られます。従って、まず当該国の入札に

関する法律、規制、慣行、入札・受注の公平性・透明性を調査・審査する必要が

あります。通常、国レベルの調達能力を調査・審査した結果をまとめた

Country Procurement Assessment Report〔世界銀行のWebサイトに入り、

Projects & Operationsをクリック、Procurement/Tenderをクリック、  

Country Procurement Assessment Reportをクリック〕が国毎に用意され

ております。

特定のプロジェクトの審査過程においては、当該プロジェクトの審査の一部

として調達入札に関する能力審査（Procurement Capacity Assessment） 

を実施します。審査の目的は、能力の審査と同時に、審査過程で明らかとなった

改善を要する事項の行動計画策定の要請、更に事業執行機関からその実行の確

約を取り付けることにあります。能力調査には事業執行機関の入札・調達の各

段階における能力審査が含まれます。審査では、機構・組織面、スタッフの技能

能力、支援・管理システムの品質・妥当性、事業実施機関に適用される法律､規

制、規則の正当性に焦点を当てて、行います。標準的な審査には次の項目に関す

る調査検討が含まれます（世界銀行オフィスメモ要約）。

1） 適用法律・規制及び調達入札の慣行

調査すべき具体的な項目は：

• 事業執行機関の法制上の法人資格
• 事業執行機関に適用される法律・規制及びローン合意書に明記すべ
き同法律・規制から除外されるべき条項

• 国内競争入札（National Competitive Bidding: NCB）及びその他

の調達方法に関する規律、手順の許容性

• 現行の国内調達手順、規律及び調達マニュアル
2） 調達サイクルの管理

事業執行機関が調達サイクルの各段階を適切に処理する能力のレ

ビュー。

• 調達・入札実行計画
• 入札図書作成
• 公示から入札開示までの入札プロセスの管理
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• 入札評価
• 契約発注
• 契約書の作成及び締結
• 紛争解決方法を含む事業執行中の契約履行管理
• 調達サイクルの全般的な処理

3） 機構及び機能

調達入札担当部局の機構組織及び責任体制のレビュー。

• 調達・入札担当部局の機構組織及び責任体制
• 内部管理マニュアル、指示事項及び過去の順守状況

4） 支援・管理システム

システムの中のチェック・バランス機能を果たすサービス・管理機

能についてのレビュー。

• 調達入札の監督･監査
• 内部技術･事務管理
• 専門家的行動･倫理規範
• 特別な汚職防止対策

5） 記録の保存

調達･入札に関する記録･ファイルの有無、品質、管理方法、完全性に

ついてのレビュー。発注契約額、契約内容、契約番号､日付、受注者名

等の総体的なデータだけでなく、総ての契約について、次の項目に関

するデータの保存が要求されます。

• 入札機会の公示
• 入札図書文書および変更通知文書
• 入札開示に関する情報
• 応札者からの正式な抗議及び対応結果
• 署名契約書及び修正事項文書
• 抗議及び紛争解決に関する記録
• 入札過程の各ステップに要した時間の記録
• 支払いに関する全資料

6） 人員配置

十分な有資格者が担当する調達･入札業務の業務量に合った数だけ

人員配置されているかどうかをチェックします。そのためには、現担

当者が、想定される調達・入札業務をこなせる能力を有しているかど

うかを審査･判断する必要があります。もし、能力に疑問のあるスタッ

フがいるとすれば、必要な訓練の実施、あるいは、コンサルタント、入

札業務専門業者の雇用を推奨します。
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7） 一般的調達入札の環境

現調達入札部局の業務実施についての評判についても聞き込みを

行います。特に、落札者は期限内に選定されているか、どの程度の頻

度で落札決定に対して、抗議を受け、覆されるケースが生じているか、

適切に記録は保存されているか、更に、何か問題があるとすれば、その

原因は何かを追求します。

8） 民間サイドの見解

更に審査で重要な事は、現調達入札部局と関わりのある民間企業か

ら、文書に規定されている規則、手順は遵守されているかどうかの聞

き込み調査を実施し、実態を把握する事です。

7.2 リスクの評価
入札業務審査で最も重要な点は、調達入札過程におけるリスクの分析であり

ます。当該プロジェクトのために準備されるProcurement Capacity 

Assessment Reportで、その総合評価として、リスク評価（high, average, 

low）がなされます。リスク評価により、事前に、世銀の承認を受け（調達過程

で）必要な限度額が決定され、更に、調達方法の限度額も決まります。あるプロ

ジェクトの例を参考に表7.1、表7.2に示します。

表7.1　Proposed Thresholds for Bank’s Prior Review

US$ million

Works（工事） >4

Goods（物品） >0.4

Consultant Firm（コンサルタント業務：会社契約） >0.2

Individual Consultant（コンサルタント業務：個人契約） >0.05

注： 国内競争入札（工事）、商品（物品）の購入及びQCBS/QBS 、CQによるコンサルタント雇用に
ついての最初の2契約については、契約金額にかかわらず、世銀の事前審査を要する。 
QCBS: Quality and Cost Based Selection　QBC: Quality Based Selection 
QC: Qualification of Consultants
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表7.2　Proposed Thresholds for Procurement Methods

ICB NCB IS / NS QCBS / QBS CQ

Works >15 <15

Goods >0.4 >0.1 <0.1

Consultant >0.1 <0.1

注： ICB: International Competitive Bidding　NCB: National Competitive Bidding 
IS: International Shopping　NS: National Shopping

7.3 調達方法
次に当該プロジェクトに含まれる、工事、物品購入、サービスの調達・購入方

法について、検討を行います。購入される契約単位の金額、品目、購入実施計画、

購入品目の特異性、融資対象品目の選別等により、購入方法が決定されます。あ

るプロジェクトの一例を表7.3に示します。

7.4 調達入札業務に適用されるガイドライン
及び入札図書

事前に世銀の承認を受ける調達過程において、必要な限度額、調達方法及び

その限度額が決定されると、次に調達入札業務に適用されるガイドライン及び

入札図書の確認が行われます。

7.4.1 工事、物品の調達
工事、物品の調達については、World Bank’s Guidelines: Procurement under 

IBRD Loans  and IDA Credits（May 2004,  revised October  2006） 

に従って行われることが義務付けられています。更に入札図書文書については、

原則、世界銀行の標準入札図書の様式に従って作成することが要請されます。世

界銀行の標準入札図書としては、次の図書文書が用意されています。（代表的な文

書のみを紹介、他の標準図書については、次のWebサイトで検索が可能です。〔世

界銀行のWebサイトに入り、Projects & Operationsをクリック、Procurement/

Tenderをクリック、Index of Standard Bidding and Proposal Documentsを

クリック〕）

1） Procurement of Works & User’s Guide, March 2007

2） Procurement of Works – Smaller Contracts, May 2004

3） Supply and Installation of Plant and Equipment, May 2005
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表7.3　Project Costs by Procurement Arrangements
（US$ million equivalent）

Expenditure Category ICB  Procurement
NCB 

Method
Other a/ N.B.F. b/ Total Cost

Works
Expressway

Civil Work

Buildings

E & M facilities

Highway Network Improvement

Highway Safety Program

Environmental Protection

Sub Total

158.5（ 61.9）

5.7（ 4.0）

164.2（ 65.9）

3.8（ 1.1）
 

59.5（23.0）

2.0（ 0.6）

65.3（ 24.7）

0.5（ 0.0）

0.5（ 0.0）

158.5（ 61.9）

3.8（ 1.1）

5.7（ 4.0）

59.5（ 23.0）

2.0（ 0.6）

0.5（ 0.0）

230.0（ 90.6）

Goods
Equipment 6.2（ 6.2） 0.2（ 0.2） 6.4（ 6.4）

Services
Construction supervision/ 1.5（ 1.5） 4.3（ 0.0） 5.8（ 1.5）

Training c/

Sub Total

0.5（ 0.5）

2.0（ 2.0）

0.3（ 0.0）

4.6（ 0.0）

0.8（ 0.5）

6.6（ 2.0）

Miscellaneous
Land acquisition & resettlement

Interest during construction

Front-end fee 1.0（ 1.0）

6.8（ 0.0）

17.9（ 0.0）

6.8（ 0.0）

17.9（ 0.0）

1.0（ 1.0）

Total 170.4（ 72.1） 65.3（ 24.7） 3.2（ 3.2） 29.8（ 0.0） 268.7（100.0）

（　）内数字は世銀融資金額。

総ての数字は四捨五入してあり、予備費（物理的、価格）を含む。ただし、別途計上の用地買収・補償費は含まない。

a） Otherは国際商品購入、コンサルタント雇用、トレーニングを含みます。
b） N.B.Fは世銀融資対象外を意味します。
c） コンサルタント選定は世銀のGuidelines for Use of Consultantsによります。
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4） Prequalification Document: Procurement of Works & User’s 

Guide – August 2006

5） Procurement of Goods, May 2004 and revised May 2005

6） Bid Evaluation Form: Procurement of Goods or Works, April 

1996

なお、世界銀行の標準入札図書に記載されている内容と、国内法（調達入札に

関する）で規定されている条項とに大きな相違がある場合には、世界銀行の標

準入札図書による条項が優先されることと、その相違事項をローン合意書に明

記します。

7.4.2 サービス（コンサルタント業務）調達
サービス（コンサルタント業務）調達については、World Bank’s Guidelines: 

Selection and Employment of Consultants by World Bank Borrowers

（May 2004, revised October 2006）に従って行われることが義務付けられ

ます。更にコンサルタントの選定については、原則、世界銀行の標準図書様式に

従って選定・雇用されることが要請され、世界銀行の標準図書としては、次の図

書文書が用意されております。

1） Standard Request for Proposals: Selection of Consultants, May 

2004

2） Standard Request for Proposals̶Bank executed contracts: 

Selection of Consultants, March 2007

3） Sample Form of Evaluation Report: Selection of Consultants, 

October 1999

7.5 調達・入札のプロセス
工事業者の選定、コンサルタントの選定・雇用のプロセスを具体的なプロ

ジェクトの例に示します。ただし、下記の例は準備段階での計画案であり、日付

けもあくまでも参考といえます。各タスクの期間については、国際競争入札、国

内競争入札により、また工種により異なります。　
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7.5.1 工事業者の選定
下記の例は工事業者を国際競争入札で選定するケースです。

Task Name Start Finish

General Procurement Notice in UNDB 10/31/2002 10/31/2002

Bank’s no-objection to prequalification 
documents 10/31/2002 11/30/2002

Specific Procurement Notice in UNDB 11/16/2002 11/16/2002

Prequalification documents for sale 02/28/2003 03/31/2003

Review bidding documents by MOC 04/01/2003 04/30/2003

Last date to submit prequalification 
documents 04/15/2003 04/15/2003

Prequalification evaluation and MOC review 04/16/2003 04/30/2003

Review of bidding documents by the Bank 05/01/2003 05/31/2003

Bank review and no-objection to 
prequalification evaluation report 05/01/2003 05/31/2003

Sell bidding documents to prequalified 
contractors 06/01/2003 06/10/2003

Last date to receive bid documents 07/31/2003 07/31/2003

Bid evaluation report and review by MOC 08/01/2003 08/31/2003

Bank review evaluation report and 
no-objection 09/01/2003 09/30/2003

Notify successful bidder 10/01/2003 10/01/2003

Negotiate and sign contracts 10/01/2003 10/15/2003

Construction period 11/15/2003 11/15/2007

Note: UNDB ＝ United Nations Development Business
   MOC ＝ Ministry of Communications

General Procurement Notice（GPN）及びSpecific Procurement Notice 

（SPN）は国連ディベロプメント・ビジネス　オンライン（UNDB on-line、ウェ

ブサイトはhttp://www.devbusiness.com/）及びディベロプメント・ゲート

ウェイのdgマーケット（ウェブサイトはhttp://www.dgmarket.com/

index.do）に公示されます。
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7.5.2 コンサルタントの選定・雇用
下記の例はQCBS方式で工事監理のコンサルタントを選定するケースです。

Task Name Start Finish

Specific Procurement Notice 11/16/2002 11/16/2002

No-objection of Bank to TOR, LOI and Short 
list 12/15/2002 12/15/2002

Issue invitation to consultants 01/01/2003 01/01/2003

Last date to receive proposals 02/28/2003 02/28/2003

Evaluation of quality（technical proposals） 03/01/2003 04/10/2003

Bank review evaluation report and 
no-objection 04/11/2003 05/09/2003

Notify consultants on the opening date of 
the financial proposals 05/15/2003 05/15/2003

Opening of financial proposals 06/01/2003 06/01/2003

Complete combined quality and cost 
evaluation 06/02/2003 06/15/2003

Bank review proposal evaluation report and 
no-objection 06/16/2003 07/01/2003

Negotiations with consultant and sign 
contract 07/02/2003 07/15/2003

Prepare training materials by the consultant 07/17/2003 08/15/2003

Train local staff 08/16/2003 09/12/2003

Supervision of construction 10/15/2003 09/30/2007

Note: TOR ＝ Terms of Reference
   LOI ＝ Letter of Invitations

予定契約契約金額が20万ドル以上の案件については、原則、Specific 

Procurement Notice（SPN）が国連ディベロプメント・ビジネスオンライン

（UNDB on-line、ウェブサイトはhttp://www.devbusiness.com/）及びディ

ベロプメント・ゲートウェイのdgマーケット（ウェブサイトはhttp://www.

dgmarket.com/index.do）に公示されます。ただし、世銀の発注する案件に

ついては、世銀のウェブサイトに公示されます。（世界銀行のWebサイトに入

り、Projects & Operationsをクリック、Procurement/Tenderをクリック、

Bidding/Consulting Opportunitiesをクリック、Request for Expressions 

of Interest for Consulting Workをクリック）
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コンサルタントの雇用 
（世銀が発注者の場合）

8

世界銀行は、銀行独自に実施する調査、研究課題に関して、あるいは発展途上

国における開発プロジェクトへの融資を検討、準備する準備段階で、外部より

コンサルタント〔個人、企業〕を雇用します。また、プロジェクトへの融資決定

後、被借款国の事業実施機関は、当該プロジェクトを実施するに当たり、技術援

助の一環として、何らかの形で外国のコンサルタントを雇用します。

以下、援助プロジェクト実施に際してのコンサルタントの雇用機会について、

紹介します。

表8.1　世界銀行 /被借款国事業実施機関によるコンサルタントの雇用

サービスの種類〔個人もしくは企業〕

ミッション 
メンバー 
として参加

技術援助： 
デザイン・ 
レヴュー等

調査・研究 施工監理 トレーニング
の提供

発注者
世界銀行 x x x

事業実施機関 x x x x

予算財源

世銀内部予算 x x x

PHRD x x x

CTF x x

事業実施機関 x x x x

選択方法

Single-source x x x

CQ x x x x

Least-cost x x x

QCBS x x

契約金額 $10,000- 
$50,000

$20,000- 
$300,000

$5,000- 
$500,000

$1,000,000- 
$2,000,000

$10,000- 
$30,000

PHRD: Policy and Human Resource Development Fund
CTF: Consultant Trust Funds
Single-source：随意契約
CQ: Selection based on Consultants’ Qualifications
Least-cost: Least-cost selection
QCBS: Quality-and Cost-Based Selection

8.1 コンサルタント・サービスの種類
世界銀行もしくは被借款国事業実施機関が雇用するコンサルタント・サービ

スの種類は大きく分類して、上記の5種類に分けられます。

• ミッションメンバーとして参加
• 技術援助（デザインレヴュー等）
• 調査･研究
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• 施工監理
• トレーニングの提供
プロジェクトの準備段階では、ミッションメンバーとして世界銀行ミッショ

ンに参加、もしくは技術援助（デザインレヴュー等）の形態が多く、また雇用の

ための財源も世界銀行内部予算、PHRD/CTFによるケースが多くなります。し

かしながら、一旦、プロジェクト融資が決定し、プロジェクト実施の段階に入る

と、被借款国の事業実施機関が融資金の一部を流用して、施工監理、調査･研究、

トレーニング（事業主管官庁職員の海外研修等）を実施するに当たってコンサル

タントを雇用するようになります。

8.2 コンサルタント雇用の予算財源
世界銀行が雇用者となり、コンサルタントを雇用する場合、その予算財源は、

世界銀行の内部予算、PHRD、CTFのいずれかになります。

（1） 世界銀行の内部予算

プロジェクトを担当するタスク・チーム・リーダーには、事業実施

中のプロジェクト施工監理のために、年間一件あたり約70,000ドル、

また、新規プロジェクト準備のため、2年間に約350,000-500,000ド

ル程度の予算が配分されます。これらの金額は、平均的な数字であり、

地域局、プロジェクト内容、被借款国の特殊性等により、差が生じます。

タスク・チーム・リーダーはこの予算内で、タスク･チームメンバーを

編成する際、内部の世界銀行職員を招請するなり、外部からコンサル

タントを雇用することができます。予算にかなりの制限があるため、

タスク・チーム・リーダーは外部より、コンサルタントを個人契約の

形態で雇用するケースが多くなります。

（2） Policy and Human Resource Development Fund（PHRD）

PHRDの目的は、技術援助、人材開発を通じて発展途上国の要請に応じ

ることであり、フィージビリティー･スタディー、設計・技術分析、環境評

価、社会部門評価、住民参加手法等の業務に対して支出されます。予算は、

世界銀行に日本政府から供出されますが、コンサルタントの雇用等、

PHRDの運用については、被援助国の責任で行います。コンサルタント業

務の性格上、契約金額も、ある程度まとまった額となるため、コンサルタ

ントも企業単位で雇用されることが通常です。世界銀行2005会計年度

〔2004年7月1日―2005年6月30日〕には、124件の技術援助に対して、

約9,600万ドルが発展途上国に支出され、PHRDによるコンサルタントの

雇用は、アンタイドで競争により選択されました。
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（3） Consultant Trust Funds（CTF）

永年、約20カ国の国が、自国のコンサルタント育成、及びコンサル

タント業務獲得のために、世界銀行にConsultant Trust Funds

（CTF）を拠出してきましたが、この制度は、2007年6月30日をもっ

て、原則、廃止されます。ただし、日本拠出のCTFについては、2007

年6月30日の時点で、残金が見込まれるため、さらに、1-2年間、延長

の方向で検討されています。CTF（日本政府拠出分）によるコンサルタ

ントの雇用は、タイドとなっており、日本のコンサルタントのみが対

象となりますが、2006年度の実績を見ると、59件の契約に対して

645万ドルが支出されております。したがって、1件あたりの契約金

額は、109,000ドルとなっています。

（4） 事業実施機関の資金

事業実施機関は、世界銀行からの融資貸付金の一部を流用して、当

該プロジェクトに関連する調査･研究課題、施工監理、海外研修〔ト

レーニング〕の業務に関してコンサルタントを雇用します。

8.3 コンサルタントの選択方法
コンサルタントの雇用に関しては、事業実施機関が雇用者の場合はWorld 

Bank’s Guidelines: Selection and Employment of Consultants by 

World Bank Borrowers（May 2004, revised October 2006）に則って実施

しますが、世界銀行が雇用者の場合は、World Bank Administrative Manual 

15.00:  Selection and Use of Consultants by the World Bank for 

Operational Purposesに則って行います。

コンサルタントの選択雇用は、Quality- and Cost-Based Selection方式に

より行うのが原則ですが、コンサルタント業務の内容、予想契約金額、雇用の緊

急性等により、他の方式を用いて雇用することが多々あります。世界銀行（事業

実施機関でも同じ）によるコンサルタント雇用方式としては、次の方式が考え

られます。

• Quality- and Cost-Based Selection（QCBS）

• Quality-Based Selection（QBS）

• Selection under a Fixed Budget

• Least-Cost Selection

• Selection Based on Consultants’Qualification

• Single-Source Selection
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各方式の特性については、World Bank Guidelines: Selection and Employment 

of Consultants by World Bank Borrowers, May 2004, revised October 2006

を参照してください。世界銀行のWebサイトに入り、Projects & Operationsをク

リック、Procurement/Tenderをクリック、Consultant Guidelinesをクリック。

コンサルタントの選択は、競争により行うことが原則ですが、最近の世界銀

行業務簡素化の一環として、随意契約により雇用することも、容易となってお

ります。

会社契約の場合、$500,000以下の契約金額の案件については、タスク･チー

ム･リーダーが起案し、Procurement Specialist/Procurement Accredited 

Staffが承認すれば、随意契約方式での雇用が可能です。個人契約の場合、

$50,000以下の契約金額の案件については、タスク･チーム･リーダーの承認だ

けで、また、$50,000以上、$250,000以下の契約金額の案件についても、

Procurement Specialist/Procurement Accredited Staffが承認すれば、随

意契約方式での雇用が可能です。（Procurement Accredited Staffの資格は、

世界銀行に長く勤務している技術者は大体、保有しております）

会社契約の案件で、契約金額が$200,000以上の場合、随意契約方式での雇用を除き、

Request for Expressions of InterestがUnited Nations Development Business 

online及びDevelopment Gateway Market（dgMarket）に公示されます。
• The United Nations produces UN Development Business  which provides information 

on business opportunities generated through the World Bank, regional development 
banks, and other development agencies. Development Business is available in either 
print format or by online subscription. For more information contact the 
Development Business Liaison Office at Tel: （202）458-2397; Fax: （202）522-3316 or 
E-mail: dbusiness@worldbank.org. 

• The Development Gateway Market（dgMarket）is a global online marketplace 
providing information on donor and government-funded tenders. Currently, dgMarket 
publishes tender notices for projects funded by the African Development Bank, the 
Asian Development Bank, Europe Aid, European Bank for Reconstruction and 
Development, European Investment Bank, EU members states, Phare/Tacis, and the 
World Bank. For more information, contact: info@dgmarket.com.
注：世界銀行Webサイト（External）より抜粋

会社契約の案件で、契約金額が$50,000以上の場合、随意契約方式での雇用を除

き、Request for Expressions of Interestが世界銀行ウェブサイトに公示されま

す。（世 界 銀 行 のWebサ イ ト に 入 り、Projects & Operationsを ク リ ッ ク、

Procurement/Tenderを ク リ ッ ク、Bidding/Consulting Opportunitiesを ク

リック、Request for Expressions of Interest for Consulting Workをクリック）

なお、2007年1月より、世界銀行によるコンサルタントの雇用については、

電子入札（eConsult）で行う事が義務付けられました。公示（Request for 

Expressions of Interest）に対する表明もeConsultを通じて行う事になって

おり、コンサルタント会社が各自、Request for Expressions of Interest for 
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Consulting Workをチェックした上で、興味のある案件について対応してい

く必要があります。公示案件の検索については、advertised noticesをクリッ

クすることで、検索が可能となります。また、eConsultの詳細、利用方法につ

いては、eConsultにアクセスすることにより、内容をご理解いただけると思い

ます。

個人契約の案件については、公示は求められません。

8.4 コンサルタント業務の受注拡大
8.4.1 日本のコンサルタントの受注実績
世界銀行による日本のコンサルタントの雇用は、その出資比率（約8 %）に比

べ、極めて少ないといえます。2000会計年度（1999年7月1日から）―2004年

会計年度（2004年6月まで）の実績を見ると、合計約1,900万ドル（年平均約

390万ドル）のみの受注となっています。かつこれらはすべて、契約金のほぼ

100%が日本政府拠出のConsultant Trust Funds（CTF）によるものであり、

実際にこの間、コンサルタント業務に従事した企業はわずかに20社程度に過

ぎません。また、これらの受注案件の殆どが、日本人のタスク･チーム･リー

ダーがマネージー、もしくは関与した案件となっています。この他の例として

は、世界銀行を退職した日本人旧職員が個人契約の形で、コンサルタント業務

を受注したケースが毎年数人程度いるにすぎません。

8.4.2 受注拡大対策
（1） コンサルタント登録システム（DACON）

世界銀行には、コンサルタントの登録システム（DACON）があり 

ます。
DACON is a database of consulting companies maintained by the World 
Bank and the Inter-American Development Bank（IDB）.（If you have any 
questions, please send an email to: dacon@dgmarket.com）

DACONではつぎの事が出来ます。
• Browse companies and access their registration profiles and information 

about their past projects.（Right now full profiles are only available to World 
Bank staff） 

• Search for companies and access their registration profiles and information 
about their past projects. We can search for companies by country, sector, 
size and keywords. 

• Register your company with DACON for free or update an existing profile. 

基本的には、世界銀行のコンサルタント業務の受注を希望する企業

は、このDACONに登録することが薦められます。
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しかしながら、このDACONに登録したからといって、自動的に指

名されるわけではありません。DACONに登録している企業は全世界

数万社に及び、例えば、ある国での実績を有する交通運輸道路部門の

分類でピックアップすると百数社近い会社の名前がリストアップされ

ます。世界銀行のガイドラインでは、コンサルタント業務のために

ショートリストする場合には、ショートリストされる会社は6社、一

カ国2社以内という規定があります。世銀発注の案件の場合、通常、担

当タスク･チーム･リーダーは、同僚の職員に内々で出身国のコンサル

タント会社の評判、実績を聞いたり、当該国における実績会社の評判

を参考に、ショートリストする会社のリスト案を作成します。ただし、

契約金額が$250,000以上の案件については、更に評価委員会に上程

して承認を受ける必要が出てきます。また、被借款国が雇用する場合、

世界銀行は提出されたショートリスト案をレビュー、承認するだけで

あり、ショートリスト作成は被借款国事業実施機関の責任で行います。

（2） タスク･チーム･リーダーの権限

世界銀行の場合、タスク･チーム･リーダーはプロジェクトのマネー

ジに関して、かなりの権限を有しています。一旦、当該国担当の

Country Director（Operation地域局の場合）からプロジェクトを任

されれば、予算を与えられ、タスク･チーム･リーダーの裁量でプロ

ジェクトをマネージすることが可能となります。自分のタスク･チー

ムのメンバーを決定する事も、Consultant Trust Fundsを申請する

もしないも、コンサルタントをどう選ぶかも、裁量で可能となります。

従って、世界銀行発注のコンサルタント業務を受注しようとするなら、

まず当該プロジェクト担当のタスク･チーム･リーダーにコンタクト

を取り、営業活動をする必要があります。

スペイン、ニュージーランド、オーストラリア国等のコンサルタン

トは毎年、業界団体として、ワシントンを訪問しています。出身国の

理事室もしくは大使館を通じて、タスク･チーム･リーダーとの面会を

セットして貰い、自国、自社の売込みを図っております。残念ながら、

日本のコンサルタントからのタスク･チーム･リーダーへのアプロー

チは極めて少ないのが現状です。

被借款国の事業実施機関がコンサルタントを雇用する場合にも、世

界銀行（タスク･チーム･リーダー）から、Terms of Reference, 招請状、

ショートリスト案について承認を受ける必要があり、タスク・チーム･

リーダーの権限はここでも非常に大きくなっています。多くのタス

ク・チーム･リーダーは世界銀行内部の資格である、Procurement 
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Accredited Staffの資格を有し、コンサルタント業務の契約について

は、契約金額2,000,000ドルまでの決済権限を有しています。

タスク･チーム･リーダーへのコンタクトは頻繁にする必要があり

ますが、もし予算的な制約から、ワシントンへの訪問が年1回に限ら

れるとすれば、新年度予算を準備する5-6月直前、4月初旬から5月中

旬がタイミングが良いと言えます。ただし、同時期は、また事業実施

中の施工監理、あるいは新規プロジェクト準備のためのミッションに

行く上でも、良いタイミングであるため、担当タスク･チーム･リー

ダーの在ワシントンを確認して、日程を計画する必要があります。
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国際機関への就職9

近年、国連機関等で、開発援助、人道援助の業務に携わってみたいという若い

青年が多くなりつつあります。しかしながら、実際には、国際機関への就職（正

規職員として）は日本人にとっては極めて難しい状況にあります。最大の問題

は、日本では大学 /院卒業後、企業、あるいは官公庁に就職、その後、ある一定期

間、ジェネラリストとして育成されるため、専門性を確立しずらい環境にある

一方、国際機関への就職は、専門性及びその分野での実務経験を有することが

採用の条件になっていることです。専門知識を有すること、すなわち修士課程

以上の学歴、更に専門分野での実務経験を積んだ上での就職となりますと、か

なりの長期的なキャリア･デベロプメントの計画が必要となります。以下、世界

銀行での勤務経験、あるいは他国際機関への応募経験から、国際機関への就職

志望者へ、参考となろうかと思われることを記したいと思います。

9.1 就職対象となる国際機関
9.1.1 国際連合諸機関
国際連合本部の下に計画及び基金（Programmes and Funds）の10機関 , 

国連関連機関（Related Organizations）として4機関 , 国連の専門機関

（Specialized Agencies）として15機関があります。各機関の詳細については、

http://www.unsystem.org/にアクセスして、チェックしてみてください。

これらの機関の内、開発援助、人道援助に携わり、なおかつ、一般的に就職対

象となりうる国際機関は次の通りです。

• United Nations Development Programme（UNDP）

• Office of the United Nations High Commissioner for Refugees

（UNHCR）

• United Nations Children’s Fund（UNICEF）

• United Nations Environment Programme（UNEP）

• International Labour Organization（ILO）

• Food and Agriculture Organization of the Untied Nations（FAD）

• United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization

（UNESCO）

• World Bank Group（IBRD, IDA, IFC, MIGA）

• International Monetary Fund（IMF）

• International Maritime Organization（IMO）

• International Fund for Agricultural Development（IFAD）

• United Nations Industrial Development Organization（UNIDO）
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9.1.2 その他国際機関
その他、多くの国際機関がありますが、就職対象となりうる機関としては次

の機関が考えられます。

• Organization for Economic Co-operation and Development

（OECD）

• African Development Bank（AfDB）

• Asian Development Bank（ADB）

• European Bank for Reconstruction and Development Bank（EBRD）

• Inter-American Development Bank（IDB）

9.2 国際機関への就職
9.2.1 一般的資格
（1） 学歴

原則として、どのポストでも大学院修士課程卒業以上の学歴が求め

られます。特に、日本人の場合、語学力が弱いことが通説となってお

り、可能なら、欧米の大学院の学位を有するほうが好ましいと思われ

ます。これは国連機関の場合、特に言える事ですが、欧米の大学院を

卒業しているという事実は、単に語学能力の証明となるだけでなく、

アングロサクソンの文化を理解していると考えられるためです。大部

分の国際機関がアングロサクソンの文化とシステムの下、運営されて

いると言っても、過言ではありません。

（2） 専門性･知識

日本での就職は、事務系、技術系何人採用というようにジェネラリ

ストを採用し、それぞれの会社、もしくは事務所が各々必要な教育を

行い、育成するという形態をとります。それに対し国際機関では、空

席の発生したポストに対し、採用を行うため、スペシャリストを求め

るという点が大きく異なります。従って、求められている専門性（求人

表に記載されている）を有していることが第一条件であり、更に、その

専門分野について、幅広い知見・知識を有していることを求められ 

ます。

（3） その他の専門領域

専門性を有することとして、その分野での実務家としての知見・知

識を有していることの他、官サイドの立場で業務に携ると言う点から、

戦略・政策策定、計画立案、行政企画に携った経験を求められるます。

さらに、環境、社会問題についても、常識的、基本的な知識は求められ



8686

ます。このことから、官公庁での勤務経験は評価される傾向にあり 

ます。

（4） 語学力

どの国際機関においても、十分な英語能力は必要不可欠です。具体

的には、欧米の大学院に合格できる程度の能力が必要だと言えます。

更に、将来的に部長、局長までの昇任を目指す志望者は、英語を母国語

としている人と同等程度の語学力が求められます。また、フランス語、

スペイン語を日常会話程度でも習得しておくと、採用選定の際、幾分

有利となります。例えば、ワシントンに本部を有している米州開発銀

行の場合、スペイン語が第一公用語となっており、日本人志望者でス

ペイン語能力を有していると有利と考えられます。

（5） 実務経験

いずれの国際機関も、就職後、直ちに専門家として活動することが

求められているため、関連する分野での十分な実務経験（最低8年以

上）が求められます。特に発展途上国での勤務経験もしくは、開発プロ

ジェクト従事の経験は必要不可欠です。実際に、世界銀行に勤務する

技術系の職員の殆どは開発コンサルタント会社勤務経験者が殆ど 

です。

9.2.2 応募の仕方
（1） 現職職員とのコンタクト

現実は、内部の職員の口添え無しでは、応募願書を出しても、書類審

査の合格だけでも極めて、困難な状況にあります。世界銀行の例でも、

年間200-300の空席ポストに対して、毎年20,000人以上からの応募

があります。従って、自分の志望する機関内に、相談に乗って貰える

職員をまず探す必要があります。可能であれば日本人職員を探し、経

歴書作成に対するアドバイス、あるいは、内部の求人状況に関する情

報が得られると有利となります。

（2） 経歴書（Curriculum Vitae: CV）の作成

日本人志望者に共通する点は、単に自分の職位暦（係長、課長代理、

課長、部長）を書く人が多いことです。最初から、部長、局長への応募

を考えている人を除き、職位はあまり関係ありません。まず、求人案

内のDuties and Responsibilities, Selection Criteriaを熟読し、何

が求められているか、何がポイントなのかを理解することです。その

上で、要求事項に照らし合わせて、自分の業務経歴を具体的なプロ

ジェクト名を上げ、列記します。その際、自分の担当した内容を明確
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にし、特記すべき点（問題点と自分の採った対策・見解）を記します。

また、業務経験を記述する際には、Job Description内に使われてい

る用語を出来るだけ使うようにします。さらに、資格（ただし、関連性

のある資格のみ）、発表論文、諸活動についても記します。

（3） 面接の受け方

首尾よく本部での2次面接試験に呼ばれた場合には、以下の点に気

を付けて望みます（世界銀行での例）。

• 人事部で面接試験（通常、2日間8人程度の人とのインタヴュー）の

日程を渡されたら、内部職員でアドバイスを受けられる人を探し、

アドバイスを受ける。

• 面接に臨む場合、明るく、てきぱきとした態度で振舞う。面接は入
室する際の第一印象が極めて大切。

• どうして世銀で働きたいのか、今までの経験をどう生かせるのか等
の基本的な質問には前もって、充分に準備しておく。

• 国際機関では、チームでミッションに行くケース、あるいは作業を
進めるケースが多く、チームプレヤーとしてやって行けるかどうか

が非常に重要。従って、自分の協調性の高さをアピール。

• CVに基づき、面接官から過去の経験について質問された際は、単に

Yes, Noと答えるのではなく、出来るだけ相手の興味をそそるよう

な答えを出し、自分を売り込めるトピックに話題を誘導。自分の土

俵で勝負する。

9.3 国際機関の空席情報
各国際機関のHome Pageにインターネットでアクセスし、Careers-

Vacanciesもしくは Jobs-Professional staff vacancies等の就職に関する項

目をクリックすると現況の空席状況・求人案内情報が得られます。

9.4 ヤング・プロフェッショナルとしての
就職

上記の議論は、ミッドキャリアで国際機関への就職を志望する人を対象にし

てきましたが、世界銀行では、若手専門職員採用のための特別制度（Young 

Professional Program）を設けています。このプログラムで採用された人は将

来の幹部候補生とも言われます。世界銀行の例では、毎年、20-30人程度採用さ

れますが、正式に応募を受け付けてもらえる志望者数だけでも、毎年6,000人
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を超えます。世界銀行のYoung Professional Programの特徴は下記の通り

です。

• 職位はFレベルでスタート（2007年現在、年俸はnetで約93,000ドル程

度）

• 年齢制限は選考年1月1日現在で32歳以下

• 2回の職場配転後、12-18ヶ月内に自分の所属するポストを確保

世界銀行では1963年以来1,000人以上の職員がYoung Professional 

Programの制度の下、入行しましたが、現在でも約3/4の職員が世界銀行の各

職場で活躍しております。
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図4.3　Modeling Approach
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CHINA: Second Anhui Highway Project

A. Project Implementation Plan
Project Implementation Plan * January 2003

B. Bank Staff Assessments
Project Procurement Capacity Assessment * January 2003
Project Financial Management Assessment * November 2002

C. Other
Pre-Feasibility Study Report (Hetonghuang (Tongling to Taolin) Highway) November 2001
Feasibility Study Report (Tongling-Tangkou Expressway) December 2001
Supplementary Report to Feasibility Study Report June 2002
Traffic volume at each interchange and road crossing June 2002
Feasibility Study Report for Shitai-Qiaotoudian Road Improvement Program April 2002
Feasibility Study Report for Jingxian-Maolin Road Improvement Program April 2002
Feasibility Study Report for Xianyuan-Xinmingsanxi Road Improvement April 2002
Feasibility Study Report for Hongmen-Jinde Road Improvement Program April 2002
Feasibility Study Report for Xinqiao-Dabeifu Road Improvement Program April 2002
Environmental Impact Assessment TOR for Tongling-Tangkou Highway (TTH)* May 2002
Environmental Assessment Summary for TTH * December 2002
Environmental Assessment Report (TTH) December 2002
Environmental Management Plan (TTH) December 2002 
Environmental Impact Report (Jingxian-Maolin Section) December 2002
Environmental Impact Report (Xinqiao-Dabeifu Section) December 2002
Environmental Impact Report (Shitai-Qiaotoudian Section) December 2002
Environmental Impact Report (Hongmen-Jinde Section) December 2002
Environmental Impact Report (Xianyuan-Xinmingsanxi Section) December 2002
Resettlement Action Plan * November 2002
Appraisal Report on Poverty Alleviation in Affected Areas July 2002
Report on Cultural Relic Investigation October 2002
Social Appraisal Report for TTH August 2002
Phase I Final Report -- Review of Engineering Designs and Bidding Documents August 2002
Institutional Strengthening and Training Report August 2002
Study of Rural Road Improvement Program October 2002
Study of Highway Maintenance Component

Concept report on Road Safety Implementation Program
Financial Manual
Strengthening and Reforming Highway Maintenance (a background note)

Source: World Bank, 2003, Project Appraisal Document for Second Anhui Highway  
　Project , World Bank, Washington, D.C.
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